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三戸町役場健康推進課 

  



 

１． 認知症対応型共同生活介護の事業の人員及び運営等に関する基準 

  

三戸町指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業業者

の指定等に関する条例  

  

認知症対応型共同生活介護の人員、運営の基準については、「三戸町指定地域密着

型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（以下条例とい

う。）の規定に基づき、三戸町が指定を行うこととなっております。  

具体的な基準については、国が定めた「指定地域密着型サービスの事業の人員及び

運営に関する基準（平成１８年厚生省令第３４号）」（以下基準という。）に準じてお

り、三戸町独自の基準については、文書等の保存期間を「２年間」から「５年間」と

独自に規定しています。   
  

※以下、「条例」から、条文内の「法」とは、介護保険法を指す。 

 

 

（１）基本方針  

 

第百九条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型共同生活介護(以下「指定認

知症対応型共同生活介護」という。)の事業は、要介護者であって認知症であるものに

ついて、共同生活住居(法第八条第二十項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。

以下同じ。)において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事

等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければならな

い。 

 

  



 

（２）人員に関する基準  

 

項目 条 文 内 容 

従業員の

員数 

 

条例 

第１１０条 

第１項 

基準 

第９０条 

第１項  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う者(以下「指

定認知症対応型共同生活介護事業者」という。)が当該事業

を行う事業所(以下「指定認知症対応型共同生活介護事業

所」という。)ごとに置くべき指定認知症対応型共同生活介

護の提供に当たる従業者(以下「介護従業者」という。)の

員数は、当該事業所を構成する共同生活住居ごとに、夜間

及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定認知症対応型共同生

活介護の提供に当たる介護従業者を、常勤換算方法で、当

該共同生活住居の利用者(当該指定認知症対応型共同生活介

護事業者が指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

(指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７１条第１項

に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

をいう。以下同じ。)の指定を併せて受け、かつ、指定認知

症対応型共同生活介護の事業と指定介護予防認知症対応型

共同生活介護(指定地域密着型介護予防サービス基準条例第

７０条に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護

をいう。以下同じ。)の事業とが同一の事業所において一体

的に運営されている場合にあっては、当該事業所における

指定認知症対応型共同生活介護又は指定介護予防認知症対

応型共同生活介護の利用者。以下この条及び第１１３条に

おいて同じ。)の数が３又はその端数を増すごとに１以上と

するほか、夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の介護従

業者に夜間及び深夜の勤務(夜間及び深夜の時間帯に行われ

る勤務(宿直勤務を除く。)をいう。以下この項において同

じ。)を行わせるために必要な数以上とする。ただし、当該

指定認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住

居の数が３である場合において、当該共同生活住居がすべ

て同一の階において隣接し、介護従業者が円滑な利用者の

状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な構造である

場合であって、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者

による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されて

いると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定認

知症対応型共同生活介護事業所ごとに置くべき介護従事者

の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従

業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上

とすることができる。 



 

同条・同基準 

第２項 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

同条・同基準 

第４項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第５項 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第６項 

 

 

同条・同基準 

第７項 

 

 

 

前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、

新規に指定認知症対応型共同生活介護事業所の指定を受け

る場合は、推定数による。 

 

第１項の介護従業者のうち１以上の者は、常勤でなけれ

ばならない。 

 

指定認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多

機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所が併設されている場合において、前３項に定める

員数を満たす介護従業者を置くほか、第８２条に定める指

定小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を満

たす小規模多機能型居宅介護従業者を置いているとき又は

第１９１条に定める指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の人員に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介

護従業者を置いているときは、当該介護従業者は、当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所の職務に従事することができる。 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対応型

共同生活介護事業所ごとに、保健医療サービス又は福祉サ

ービスの利用に係る計画の作成に関し知識及び経験を有す

る者であって認知症対応型共同生活介護計画の作成を担当

させるのに適当と認められるものを専らその職務に従事す

る計画作成担当者としなければならない。ただし、利用者

の処遇に支障がない場合は、当該指定認知症対応型共同生

活介護事業所における他の職務に従事することができるも

のとする。 

 

前項の計画作成担当者は、厚生労働大臣が定める「実践

者研修」又は「基礎課程」の研修を修了している者でなけ

ればならない。  

 

第５項の計画作成担当者のうち１以上の者は、介護支援

専門員をもって充てなければならない。ただし、併設する

指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の介護支援専門員との連携を図るこ

とにより当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の効果



 

 

 

 

 

同条・同基準 

第８項 

 

同条・同基準 

第９項 

 

 

 

 

同条・同基準 

第１０項 

 

 

 

 

同条・同基準 

第１１項 

 

 

 

 

 

 

 

的な運営を期待することができる場合であって、利用者の

処遇に支障がないときは、これを置かないことができるも

のとする。  

 

前項の介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計

画作成担当者の業務を監督するものとする。 

 

第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定認知

症対応型共同生活介護事業所については、介護支援専門員

である計画作成担当者に代えて、第６項の厚生労働大臣が

定める「実践者研修」又は「基礎課程」の研修を修了して

いるものを置くことができる。  

 

介護支援専門員でない計画作成担当者は、特別養護老人

ホームの生活相談員や介護老人保健施設の支援相談員その

他の認知症である者の介護サービスに係る計画の作成に関

し実務経験を有すると認められる者をもって充てることが

できるものとする。 

 

指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業者の指定を併せて受け、か

つ、認知症対応型共同生活介護の事業と介護予防認知症対

応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合については、指定地域密着型介護予

防サービス基準第７０条第１項から第１０項までに規定す

る人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定

する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

計画作成担当者 

イ 計画作成担当者は、指定認知症対応型共同生活介

護事業所に１人以上置かなければならない。  

ロ 計画作成担当者を１人配置する事業所にあって

は、当該計画作成担当者は介護支援専門員をもって

充てなければならない。  

ハ 計画作成担当者を１を超えて配置する事業所にあ

っては、計画作成担当者のうち少なくとも１人は介

護支援専門員をもって充てなければならない。  

ニ 上記「ハ」の介護支援専門員は、介護支援専門員

でない他の計画作成担当者の業務を監督するものとす

る。  



 

ホ サテライト事業所においては、介護支援専門員で

ある計画作成担当者を配置せず、実践者研修又は基

礎課程を修了した者（以下、「研修等修了者」とい

う。）を計画作成担当者として配置することができる

こととされているが、研修等修了者はサテライト事

業所の利用者に係る認知症対応型共同生活介護計画

の作成に従事するものである。  

ヘ 計画作成担当者は、介護支援専門員である者又は

介護支援専門員で者のいずれについても、指定を受

ける際（指定を受けた後に計画作成担当者の変更を

届出を行う場合も含む。）に厚生労働大臣が定める

「実践者研修」又は「基礎課程」の研修を修了して

いるものとする。 

ト 計画作成担当者は、上記「ホ」において必要とさ

れる研修に加え、更に専門性を高めるための研修を

受講するよう努めるものとする。 

チ 計画作成担当者は、利用者の処遇に支障がない場

合は、管理者との兼務もできるものとする。 

 
 

 

管理者 条例 

第１１１条 

第１項 

基準 

第９１条 

第１項 

 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居

ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。  

ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該

共同生活住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある

他の事業所、施設等若しくは併設する指定小規模多機能型

居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の職務に従事することができるものとする。  

 

前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支

障がない場合は、サテライト型指定認知症対応型共同生活

介護事業所における共同生活住居の管理者は、本件事業所

における共同生活住居の管理者をもって充てることができ

る。  

共同生活住居の管理者は、適切な認知症対応型共同生活

介護を提供するために必要な知識及び経験を有し、特別養

護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健

施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又

は訪問介護員等として、３年以上認知症である者の介護に

従事した経験を有する者であって、厚生労働大臣が定める



 

 

 

 

 

「認知症対応型サービス事業管理者研修」の研修を修了し

ているものでなければならない。 

 

管理者  
管理者は常勤であり、かつ原則として専ら当該事業

所の管理業務に従事するものである。ただし、以下の

場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないと

きは、他の職務を兼ねることができるものとする。  
イ 当該事業所の介護従事者としての職務に従事する

場合  
ロ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、

特に当該事業所の管理業務に支障がないと認められ

る範囲内に他の事業所、施設等がある場合に、当該

他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職

務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等

の事業の内容は問わないが、例えば、併設される訪

問系サービスの事業所のサービス提供を行う従業者

との兼務は一般的には管理業務に支障があると考え

られるが、訪問系サービス事業所における勤務時間

が極めて限られている職員の場合には、例外的に認

められる場合もありうる。）。  
なお、１の事業所に複数の共同生活住居を設ける

場合は、それぞれの共同生活住居の管理上支障がな

い場合は、同一事業所の他の共同生活住居との兼務

もできるものとする。 

 
 

 

認知症対

応型共同

生活介護

事業者の

代表者 

条例 

第１１２条 

基準 

第９２条 

指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、特別

養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保

健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者

若しくは訪問介護員等として、認知症である者の介護に従

事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉

サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験を有する

者であって、別に厚生労働大臣が定める「認知症対応型サ

ービス事業開設者研修」の研修を修了しているものでなけ

ればならない。 

 

  



 

（３）設備に関する基準  

 

項 目 条 文 内 容 

設備及び

備品等 

条例 

第１１３条 

第１項 

基準 

第９３条 

第１項 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

同条・同基準 

第４項 

 

同条・同基準 

第５項 

 

同条・同基準 

第６項 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居を有

するものとし、その数は１以上３以下（サテライト型指定

認知症対応型共同生活介護事業所にあっては、１又は２）

とする。  

【経過措置】  

平成１７年改正法附則第１０条第２項の規定により指定

認知症対応型共同生活介護事業者とみなされた者が指定認

知症対応型共同生活介護の事業を行う事業所であって、こ

の省令の施行の際［平成１８年４月１日］現に２を超える

共同生活住居を有しているものは、当分の間、第９３条第

１項の規定にかかわらず、当該共同生活住居を有すること

ができる。  

  

共同生活住居は、その入居定員（当該共同生活住居にお

いて同時に指定認知症対応型共同生活介護の提供を受ける

ことができる利用者の数の上限をいう。第１０４条におい

て同じ。）を５人以上９人以下とし、居室、居間、食堂、台

所、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

その他利用者が日常生活を営む上で必要な設備を設けるも

のとする。 

 

１の居室の定員は、１人とする。ただし、利用者の処遇

上必要と認められる場合は、２人とすることができるもの

とする。 

 

１の居室の床面積は、７．４３平方メートル以上としな

ければならない。 

 

 

居間及び食堂は、同一の場所とすることができる。 

 

認知症対応型共同生活介護事業所は、利用者の家族との

交流の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住

宅地又は住宅地とにあるようにしなければならない。 

 



 

同条・同基準 

第７項 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者が介護予防認知症対応

型共同生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、認知症

対応型共同生活介護の事業と介護予防認知症対応型共同生

活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合については、指定地域密着型介護予防サービス

基準条例第７４条第１項から第６項までに規定する設備に

関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準

を満たしているものとみなすことができる。 

 

 
・居室  

１の居室の面積は、７．４３平方メートル（和室であれば４．５畳）以上とされてい

るが、生活の場であることを基本に、収納設備は別途確保するなど、利用者の私物等も

置くことができる十分な広さを有するこのとすること。  

また、居室とは、廊下、居間唐につながる出入口があり、他の居室と明確に区分され

ているものをいい、単にカーテンや簡易なパネル等で室内を区分しただけと認められる

ものは含まれないこと。  

ただし、一般の住宅を改修している場合など、建物の構造上、各居室間がふすま等で

仕切られている場合は、この限りでない。  

さらに、居室を２人部屋とすることが出来る場合とは、例えば、夫婦で居室を利用す

る場合などであって、事業者の都合によい一方的に２人部屋とするべきではない。  

なお、２人部屋については、特に居室面積の最低基準は示していないが、前記と同様

に十分な広さを確保しなければならないものとする。 

 
・居間及び食堂  

居間及び食堂は同一の室内とする場合であっても、居間、食堂のそれぞれの機能が独

立していることが望ましい。また、その広さについても原則として利用者及び介護従業

者が一堂に会するのに十分な広さを確保するものとする。 

 
・消火設備その他非常災害に際して必要な設備  

消火設備その他非常災害に際して必要な設備とは、消防法その他の法令等に規定され

た設備を示しており、それらの設備を確実に設置しなければならないものである。  

なお、指定認知症対応型共同生活介護事業所については、原則として全ての事業所で

スプリンクラー設備の設置が義務付けられている。 

 
 



 

 
・立地条件について  

立地については、利用者に対して、家庭的な雰囲気によるサービスを提供すること、

また、地域との交流を図ることによる社会との結びつきを確保することなどのため、住

宅地の中にあること又は住宅地と同程度に家族や地域住民との交流の機会が確保される

地域の中にあることを市町村が確認することを求めたものである。開設及び指定申請時

においては、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）その他の規定により一律に判断

するのではなく、事業所を開設しようとする場所の現地調査等により、周辺の環境を踏

まえ、地域の実情に応じて適切に判断されるべきものである。なお、認知症対応型共同

生活介護が、利用者と職員とのなじみの関係を構築しながらサービスを提供するもので

あることに鑑み、認知症対応型共同生活介護事業所と他の施設・事業所との併設につい

ては、適切なサービスが提供されることを前提に認められるものである。 

 
 

 

  



 

（４）運営に関する基準 

 

項 目 条 文 内 容 

内容及び

手続きの

説明及び

同意 

条例 

第９条 

第１項 

※条例第 128

条により準用 

基準（以降※

１準用と標

記） 

第３条の７ 

第１項 

※基準第 108

条により準用

（以降※２準

用と標記） 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同

生活介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又

はその家族に対し、第 102 条に規定する重要事項に関する

規程の概要、介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した

文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用

申込者の同意を得なければならない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用申込者又はそ

の家族からの申出があった場合には、前項の規定による文

書の交付に代えて、第５項で定めるところにより、当該利

用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき

重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下

この条において「電磁的方法」という。）により提供するこ

とができる。この場合において、当該認知症対応型共同生

活介護事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲

げるもの 

ア 認知症対応型共同生活介護事業者の使用に係る電子

計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計

算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信

者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録する方法  

イ 認知症対応型共同生活介護事業者の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルに記録された前項に規定

する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者又は

その家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

同条・同基準 

第４項 

 

 

 

同条・同基準 

第５項 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第６項 

 

の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該

重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受

ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっ

ては、認知症対応型共同生活介護事業者の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する

方法） 

二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物をもって調製するファイルに前項に規定する重

要事項を記録したものを交付する方法 

 

前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイ

ルへの記録を出力することにより文書を作成することがで

きるものでなければならない。  

 

第２項第１号の「電子情報処理組織」とは、認知症対応

型共同生活介護事業者の使用に係る電子計算機と、利用申

込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、第２項の規定によ

り第１項に規定する重要事項を提供しようとするときは、

あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、その用

いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又

は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

一 第２項各号に規定する方法のうち認知症対応型共同生

活介護事業者が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 

 

前項の規定による承諾を得た認知症対応型共同生活介護

事業者は、当該利用申込者又はその家族から文書又は電磁

的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出が

あった場合は、当該利用申込者又はその家族に対し、第１

項に規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしては

ならない。ただし、当該利用申込者又はその家族が再び前

項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

 



 

提供拒否

の禁止 

条例 

第１０条 

※１準用 

基準 

第３条の８ 

※２準用 

認知症対応型共同生活介護事業者は、正当な理由なく認

知症対応型共同生活介護の提供を拒んではならない。 

なお、“正当な理由”とは、①当該事業所の現員から

利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地

が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合、

その他利用申込者に対し自ら適切な認知症対応型共同

生活介護を提供することが困難な場合です。  

  

受給資格

等の確認 

条例 

第１２条 

第１項 

※１準用 

基準 

第３条の１０ 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同

生活介護の提供を求められた場合には、その者の提示する

被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及

び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。 

 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の被保険者証

に法第７８条の３第２項の規定により認定審査会意見が記

載されているときは、当該認定審査会に配慮して、認知症

対応型共同生活介護を提供するよう努めなければならな

い。 

要介護認

定の申請

に係る援

助 

条例 

第１３条 

第１項 

※１準用 

基準 

第３条の１１ 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同

生活介護の提供の開始に際し、要介護認定を受けていない

利用申込者については、要介護認定の申請が既に行われて

いるかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当

該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われ

るよう必要な援助を行わなければならない。  

  

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、指定居宅介護支援

が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と

認めるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該

利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する日の

３０日前までに行われるよう、必要な援助を行わなければ

ならない。 

 



 

入退去 条例 

第１１４条 

第１項 

基準 

第９４条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第４項 

 

 

同条・同基準 

第５項 

 

 

 

同条・同基準 

第６項 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護は、要介護者であって認知症

であるもののうち、少人数による共同生活を営むことに支

障がない者に提供するものとする。 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、入居申込者の入居

に際しては、主治の医師の診断書等により当該入居申込者

が認知症である者であることの確認をしなければならな

い。  

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、入居申込者が入院

治療を要する者であること等入居申込者に対し自ら必要な

サービスを提供することが困難であると認めた場合は、適

切な他の認知症対応型共同生活介護事業者、介護保険施

設、病院又は診療所を紹介する等の適切な措置を速やかに

講じなければならない。 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、入居申込者の入居

に際しては、その者の心身の状況、生活歴、病歴等の把握

に努めなければならない。  

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の退居の際

には、利用者及びその家族の希望を踏まえた上で、退居後

の生活環境や介護の継続性に配慮し、退居に必要な援助を

行わなければならない。  

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の退居に際

しては、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行うと

ともに、指定居宅介護支援事業者等への情報の提供及び保

健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な

連携に努めなければならない。 

 

 

 

 

 



 

 

「自ら必要なサービスを提供することが困難である

と認めた場合」とは、入居申込者が「基本方針」によ

り利用対象者に該当しない者である場合のほか、入居

申込者が入院治療を要する者である場合、入居者数が

既に定員に達している場合であり、これらの場合に

は、他の指定認知症対応型共同生活介護事業者、介護

保険施設、病院又は診療所を紹介する等の適切な措置

を速やかに講じなければならない。入居申込者の入居

に際し、その者の心身の状況、生活歴、病歴等の把握

に努めることとしているが、入居申込者が家族による

入居契約締結の代理や援助が必要であると認められな

がら、これらが期待できない場合については、市町村

とも連携し、成年後見制度や権利擁護に関する事業等

の活用を可能な限り図ることとする。   

 

 

サービス

提供の記

録 

条例 

第１１５条 

第１項 

基準 

第９５条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、入居に際しては入

居の年月日及び入居している共同生活住居の名称を、退居

に際しては退居の年月日を、利用者の被保険者証に記載し

なければならない。  

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同

生活介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの

内容等を記録しなければならない。 

利用料等

の受領 

条例 

第１１６条 

第１項 

基準 

第９６条 

第１項 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、法定代理受領サー

ビスに該当する認知症対応型共同生活介護を提供した際に

は、その利用者から利用料の一部として、当該指定認知症

対応型共同生活介護に係る地域密着型介護サービス費用基

準額から当該認知症対応型共同生活介護事業者に支払われ

る地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払

を受けるものとする。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、法定代理受領サー

ビスに該当しない認知症対応型共同生活介護を提供した際

にその利用者から支払を受ける利用料の額と、認知症対応

型共同生活介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額 



 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第４項 

との間に、不合理な差額が生じないようにしなければなら

ない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、前２項の支払を受け

る額のほか、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受け

ることができる。  

一 食材料費 

二 理美容代 

三 おむつ代  

四 前三号に掲げるもののほか、認知症対応型共同生活介

護において提供される便宜のうち、日常生活においても

通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に

負担させることが適当と認められるもの  

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の費用の額に

係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について

説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

「その利用者に負担させることが適当と認められる

もの」とは、「利用者の希望によって、身の回り品とし

て日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係

る費用」であって、保険給付の対象となっているサー

ビスと明確に区分する必要があります。 

 

 

保険給付

の請求の

ための証

明書の交

付 

条例 

第２２条 

※１準用 

基準 

第３条の２０ 

※２準用 

認知症対応型共同生活介護事業者は、法定代理受領サー

ビスに該当しない認知症対応型共同生活介護に係る利用料

の支払を受けた場合は、提供した認知症対応型共同生活介

護その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証

明書を利用者に対して交付しなければならない。 

 

  



 

指定地域

密着型認

知症対応

型共同生

活介護の

取扱方針 

条例 

第１１７条 

第１項 

基準 

第９７条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

同条・同基準 

第４項 

 

 

 

 

同条・同基準 

第５項 

 

 

 

同条・同基準 

第６項 

 

 

 

同条・同基準 

第７項 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護は、利用者の認知症の症状の

進行を緩和し、安心して日常生活を送ることができるよ

う、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行われなけ

ればならない。  

 

 

 

認知症対応型共同生活介護は、利用者一人一人の人格を

尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の

下で日常生活を送ることができるよう配慮して行われなけ

ればならない。  

 

認知症対応型共同生活介護は、認知症対応型共同生活介

護計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配

慮して行われなければならない。  

  

共同生活住居における介護従業者は、認知症対応型共同

生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等に

ついて、理解しやすいように説明を行わなければならな

い。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同

生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を行ってはならない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の身体的拘束

等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

ならない。 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適

正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならな

い。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を３月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護従業者その他の従業者

に周知徹底すること。  

  

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備するこ

と。  

  

（３） 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等

の適正化のための研修を定期的に実施すること。 

 

「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委

員会」の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者

より構成する場合のほか、第三者や専門家を活用した

構成とすることが望ましく、精神科専門医等の専門医

の活用等も考えられる。また、関係する職種、取り扱

う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体

を設置している場合、これと一体的に設置・運営する

こととして差し支えない。また、検討する委員会は、

テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。この際、「医療・介護関係事業者における個人情

報の適切な取扱いのためのガイダンス」、「医療情報シ

ステムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守す

ること。  

事業者が、報告・改善のための方策を定め、周知徹

底する目的は、身体的拘束等の適正化について、事業

所全体で情報共有し、身体的拘束の防止に繋げるもの

であり、決して従事者の懲罰などを目的とするもので

はなく、具体的には、次のようなことが想定されてい

る。  

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整

備すること。  

ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の

発生ごとにその状況、背景等を記録することとと

もに「イ」の様式に従い報告すること。  

ハ 身体的拘束適正化検討委員会において「ロ」に

より報告された事例を集計し、分析すること。  

ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生

時の状況等を分析し、身体的拘束等のの発生原

因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適

正化策を検討すること。  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第８項 

 

 

 

 

 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹

底すること。  

ヘ 適正化策を講じた後に、その効果について評価

すること。 

 

「身体的拘束等の適正化のための指針」には、次の

ような項目を盛り込むこととする。  

イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する

基本的な考え方  

ロ 身体的拘束適正化検討委員会その他事業所内の

組織に関する事項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関す

る基本方針 

ニ 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等

のための方策に関する基本方針 

ホ 身体的拘束唐発生時の対応に関する基本方針  

ヘ 利用者等に対する当該方針の閲覧に関する基本

方針  

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必

要な基本方針  

「身体的拘束等の適正化のための研修」としては、

介護従業者その他の従業者に対し、基礎的内容などの

適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業者に

おける指針に基づき、適正化の徹底を行うものとす

る。  

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該

事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定

期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規

採用時には必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施す

ることが重要である。  

また、研修の実施内容についても記録することが必

要であり、研修の実施は、職員研修事業所内での研修

で差し支えない。 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する

指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うととも

に、定期的に次に掲げるいずれかの評価を受けて、それら

の結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

一 外部の者による評価 

二 第１２８条において準用する第５９条の１７第１項に

規定する運営推進会議における評価 



 

認知症対

応型共同

生活介護

計画の作

成 

条例 

第１１８条 

第１項 

基準 

第９８条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

 

同条・同基準 

第４項 

 

 

同条・同基準 

第５項 

 

 

同条・同基準 

第６項 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第７項 

 

 

共同生活住居の管理者は、計画作成担当者（第９０条第

７項の計画作成担当者をいう。以下この条において同じ。）

に認知症対応型共同生活介護計画の作成に関する業務を担

当させるものとする。 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、通

所介護等の活用、地域における活動への参加の機会の提供

等により、利用者の多様な活動の確保に努めなければなら

ない。  

  

計画作成担当者は、利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境を踏まえて、他の介護従業者と協議の

上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサー

ビスの内容等を記載した認知症対応型共同生活介護計画を

作成しなければならない。  

  

計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作

成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に

対して説明し、利用者の同意を得なければならない。  

  

計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画を作

成した際には、当該認知症対応型共同生活介護計画を利用

者に交付しなければならない。  

  

計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作

成後においても、他の介護従業者及び利用者が認知症対応

型共同生活介護計画に基づき利用する他の指定居宅サービ

ス等を行う者との連絡を継続的に行うことにより、認知症

対応型共同生活介護計画の実施状況の把握を行い、必要に

応じて認知症対応型共同生活介護計画の変更を行うものと

する。  

  

第２項から第５項までの規定は、前項に規定する認知症

対応型共同生活介護計画の変更について準用する。 

 

 



 

介護等 条例 

第１１９条 

第１項 

基準 

第９９条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支

援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行

われなければならない。  

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、その利用者に対し

て、利用者の負担により、当該共同生活住居における介護

従業者以外の者による介護を受けさせてはならない。  

 

利用者の食事その他の家事等は、原則として利用者と介

護従業者が共同で行うよう努めるものとする。 

利用者が介護従業者と食事や掃除、洗濯、買物、園

芸、農作業、  レクリエーション、行事等を共同で行

うことによって良好な人間  関係に基づく家庭的な生

活環境の中で日常生活が送れるよう配慮することが必

要である。 

 

 

社会生活

上の便宜

の提供等 

条例 

第１２０条 

第１項 

基準 

第１００条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の趣味又は

嗜好に応じた活動の支援に努めなければならない。  

 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が日常生活

を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、その

者又はその家族が行うことが困難である場合は、その者の

同意を得て、代わって行わなければならない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、常に利用者の家族

との連携を図るとともに利用者とその家族との交流等の機

会を確保するよう努めなければならない。 

 

 

 



 

利用者に

関する市

町村への

通知 

条例 

第２８条 

※１準用 

基準 

第３条の２６ 

※２準用 

認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同

生活介護を受けている利用者が次の各号のいずれかに該当

する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通

知しなければならない。  

一 正当な理由なしに認知症対応型共同生活介護の利用に

関する指示に従わないことにより、要介護状態の程度を

増進させたと認められるとき。  

二 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は

受けようとしたとき。 

緊急時の

対応 

条例 

第９９条 

※１準用 

基準 

第８０条 

※２準用 

介護従業者は、現に認知症対応型共同生活介護の提供を

行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他

必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ当該事

業者が定めた協力医療機関へ連絡を行う等の必要な措置を

講じなければならない。 

管理者の

責務 

条例 

第 59 条の 11 

第１項 

※１準用 

基準 

第２８条 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

認知症対応型共同生活介護事業所の管理者は、当該認知

症対応型共同生活介護事業所の従業者の管理及び認知症対

応型共同生活介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施

状況の把握その他の管理を一元的に行うものとする。  

  

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業所の管理者は、当該認知

症対応型共同生活介護事業所の従業者にこの節の規定を遵

守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

管理者に

よる管理 

条例 

第１２１条 

基準 

第１０１条 

共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居

宅サービス、指定地域密着型サービス（サテライト型指定

認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が

提供する指定認知症対応型共同生活介護を除く。）、指定介

護予防サービス若しくは指定地域密着型介護予防サービス

の事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を管

理する者であってはならない。ただし、これらの事業所、

施設等が同一敷地内にあること等により当該共同生活住居

の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

  



 

運営規程 条例 

第１２２条 

基準 

第１０２条 

認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごと

に、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規

程を定めておかなければならない。  

一 事業の目的及び運営の方針  

二 従業者の職種、員数及び職務内容 

三 利用定員  

四 認知症対応型共同生活介護の内容及び利用料その他の

費用の額 

五 入居に当たっての留意事項 

六 非常災害対策  

七 虐待の防止のための措置に関する事項 

八 その他運営に関する重要事項 

その他運営に関する重要事項」として、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合に身体的拘束等を行う際の手続きに

ついて定めておくことが望ましい。 

注：虐待の防止に係る措置は、令和６年３月３１日まで努

力義務（令和６年４月１日より義務化）。 

勤務体制

の確保 

条例 

第１２３条 

第１項 

基準 

第１０３条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対し、適

切な認知症対応型共同生活介護を提供できるよう、従業者

の勤務の体制を定めておかなければならない。  

  

 

 

 

前項の介護従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、

利用者が安心して日常生活を送ることができるよう、継続

性を重視したサービスの提供に配慮しなければならない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、介護従業者の資質

の向上のために、その研修の機会を確保しなければならな

い。その際、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者

は、全ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、

介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める

者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講

させるために必要な措置を講じなければならない。  

  



 

注：認知症に係る基礎的な研修を受講させるために必要な

措置は、令和 

6 年 3月 31 日まで努力義務（令和 6年 4月 1日より義務

化）。 

定員の遵

守 

条例 

第１２４条 

基準 

第１０４条 

認知症対応型共同生活介護事業者は、入居定員及び居室

の定員を超えて入居させてはならない。ただし、災害その

他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

業務継続

計画の策

定等 

条例 

第 32 条の２ 

第１項 

※１準用 

基準 

第 3 条の 30

の 2 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

同条・同基準 

第３項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症や非常災害

の発生時において、利用者に対する認知症対応型共同生活

介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制

で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計

画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措

置を講じなければならない。  

  

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、介護従業者に対

し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施しなければならない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、定期的に業務継続

計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行うものとする。  

  

注：業務継続計画の策定等は、令和６年３月３１日まで努

力義務（令和６年４月１日より義務化）。 

協力医療

機関等 

条例 

第１２５条 

第１項 

基準 

第１０５条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の病状の急

変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めてお

かなければならない。  

  

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、あらかじめ、協力

歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。 

 



 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

協力医療機関等については、共同生活住居から近距

離にあることが望ましい。 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供体

制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人

福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院等との間

の連携及び支援の体制を整えなければならない。 

非常災害

対策 

条例 

第１０２条 

第１項 

※１準用 

基準 

第８２条の２ 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、非常災害に関する

具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連

携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとと

もに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなけれ

ばならない。  

  

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項に規定する訓

練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携

に努めなければならない。 

衛生管理

等 

条例 

第 59 条の 16 

第１項 

※１準用 

基準 

第３３条 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の使用する

施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛

生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければ

ならない。  

  

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、当該認知症対応型

共同生活介護事業所において感染症が発生し、又はまん延

しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければなら

ない。  

一 当該認知症対応型共同生活介護事業所における感染症

の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと



 

する。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、そ

の結果について、介護従業者に周知徹底を図ること。  

二 当該認知症対応型共同生活介護事業所における感染症

の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。  

三 当該認知症対応型共同生活介護事業所において、介護

従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための

研修及び訓練を定期的に実施すること。  

注：感染症の予防及びまん延の防止のための措置は、令和

６年３月３１日まで努力義務（令和６年４月１日より義務

化）。 

掲示 条例 

第３４条 

第１項 

※１準用 

基準 

第３条の３２ 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

認知症対応型共同生活介護事業所は、認知症対応型共同

生活介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護

従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択

に資すると認められる重要事項を掲示しなければならな

い。 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項に規定する事

項を記載した書面を当該認知症対応型共同生活介護事業所

に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せることにより、同項の規定による掲示に代えることがで

きる。 

秘密保持

等 

条例 

第３５条 

第１項 

※１準用 

基準 

第３条の３３ 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業所の従業者は、正当な理

由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密

を漏らしてはならない。  

  

 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、当該認知症対応型

共同生活介護事業所の従業者であった者が、正当な理由が

なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏

らすことがないよう、必要な措置を講じなければならな

い。  



 

 

同条・同基準 

第３項 

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、サービス担当者会

議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の

同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族

の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならな

い。 

 

 

広告 条例 

第３６条 

※１準用 

基準 

第３条の３４ 

※２準用 

認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同

生活介護事業所について広告をする場合においては、その

内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

指定居宅

介護支援

事業者に

対する利

益供与の

禁止 

条例 

第１２６条 

第１項 

基準 

第１０６条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、居宅介護支援事業

者又はその従業者に対し、要介護被保険者に対して当該共

同生活住居を紹介すること 

の対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはな

らない。  

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、指定居宅介護支援

事業者又はその従業者から、当該共同生活住居からの退居

者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利

益を収受してはならない。 

苦情処理 条例 

第３８条 

第１項 

※１準用 

基準 

第３条の３６ 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、提供した認知症対

応型共同生活介護に係る利用者及びその家族からの苦情に

迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための

窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。  

  

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の苦情を受け

付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければなら

ない。  

 



 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第４項 

 

 

同条・同基準 

第５項 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第６項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、提供した認知症対

応型共同生活介護に関し、法第 23条の規定により町が行う

文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該町の

職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦

情に関して町が行う調査に協力するとともに、町から指導

又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従

って必要な改善を行わなければならない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、町からの求めがあ

った場合には、前項の改善の内容を町に報告しなければな

らない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、提供した認知症対

応型共同生活介護に係る利用者からの苦情に関して国民健

康保険団体連合会（国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192

号）第 45条第５項に規定する国民健康保険団体連合会をい

う。以下同じ。）が行う法第 176 条第１項第３号の調査に協

力するとともに、国民健康保険団体連合会から同号の指導

又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従

って必要な改善を行わなければならない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、国民健康保険団体

連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を

国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。 

調査への

協力等 

条例 

第１０４条 

※１準用 

基準 

第８４条 

※２準用 

認知症対応型共同生活介護事業者は、提供した指定認知

症対応型共同生活介護に関し、利用者の心身の状況を踏ま

え、妥当適切な指定認知症対応型共同生活介護が行われて

いるかどうかを確認するために町が行う調査に協力すると

ともに、町から指導又は助言を受けた場合においては、当

該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならな

い。 

地域との

連携等 

条例 

第 59 条の 17 

第１項 

※１準用 

基準 

第３４条 

第１項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同

生活介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地

域住民の代表者、認知症対応型共同生活介護事業所が所在

する町の職員又は当該認知症対応型共同生活介護事業所が

所在する区域を管轄する法第１１５条の４６第１項に規定

する地域包括支援センターの職員、認知症対応型共同生活

介護について知見を有する者等により構成される協議会



 

※２準用 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

同条・同基準 

第４項 

 

 

 

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ

電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なけれ

ばならない。）（以下この項において「運営推進会議」とい

う。）を設置し、おおむね２月に１回以上、運営推進会議に

対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受ける

とともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機

会を設けなければならない。  

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の報告、評

価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当

該記録を公表しなければならない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、その事業の運営に

当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及

び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、その事業の運営に

当たっては、提供した認知症対応型共同生活介護に関する

利用者からの苦情に関して、町等が派遣する者が相談及び

援助を行う事業その他の町が実施する事業に協力するよう

努めなければならない。 

事故発生

時の対応 

条例 

第４０条 

第１項 

※１準用 

基準 

第 3 条の 38 

第１項 

※２準用 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

同条・同基準 

第３項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する認

知症対応型共同生活介護の提供により事故が発生した場合

は、町、当該利用者の家族、当該利用者に係る指定居宅介

護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ

なければならない。  

  

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の事故の状況

及び事故に際して採った処置について記録しなければなら

ない。  

  

認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する認

知症対応型共同生活介護の提供により賠償すべき事故が発

生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならな

い。 



 

①利用者に対するサービス提供により事故が発生した

場合の対応方法について、あらかじめ認知症対応型共

同生活介護事業者が定めておくことが望ましい。  

②認知症対応型共同生活介護事業者は、賠償すべき事

態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に

加入しておくか、又は賠償資力を有することが望まし

い。  

③認知症対応型共同生活介護事業者は、事故が生じた

際には、その原因を解明し、再発生を防ぐための対策

を講じること。 

 

 

虐待の防

止 

条例 

第 40 条の 2 

※１準用 

基準 

第 3 条の 38

の 2 

※２準用 

認知症対応型共同生活介護事業者は、虐待の発生又はそ

の再発を防止のため、次の各号に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。  

一 当該認知症対応型共同生活介護事業所における虐待の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開

催するとともに、その結果について、介護従業者に周知

徹底を図ること。  

二 当該認知症対応型共同生活介護事業所における虐待の

防止のための指針を整備すること。  

三 当該認知症対応型共同生活介護事業所において、介護

従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施

すること。  

四 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を

置くこと。  

注：虐待の防止に係る措置は、令和６年３月３１日まで努

力義務（令和６年４月１日より義務化）。 

会計の区

分 

条例 

第４１条 

※１準用 

基準 

第 3 条の 39 

※２準用 

認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同

生活介護事業所ごとに経理を区分するとともに、認知症対

応型共同生活介護の事業の会計とその他の事業の会計を区

分しなければならない。 

 

 

 

 



 

記録の整

備 

条例 

第１２７条 

第１項 

基準 

第１０７条 

第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業者は、従業者、設備、備

品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならな

い。 

 

 

 

 

指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対す

る指定認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければ

ならない。 

一 認知症対応型共同生活介護計画 

二 第１１５条第２項に規定する提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 

三 第１１７条第６項に規定する身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 

四 次条において準用する第２８条に規定する町への通知

に係る記録 

五 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情

の内容等の記録 

六 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故

の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

七 次条において準用する第５９条の１７第２項に規定す

る報告、評価、要望、助言等の記録 

準用 条例 

第１２８条 

基準 

第１０８条 

 

第９条、第１０条、第１２条、第１３条、第２２条、第

２８条、第３２条の２、第３４条から第３６条まで、第３

８条、第４０条から第４１条まで、第５９条の１１、第５

９条の１６、第５９条の１７第１項から第４項まで、第９

９条、第１０２条及び第１０４条の規定は、指定認知症対

応型共同生活介護の事業について準用する。この場合にお

いて、第９条第１項中「第３１条に規定する運営規程」と

あるのは「第１２２条に規定する重要事項に関する規程」

と、同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第

４０条の３第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第５９

条の１１第２項中「この節」とあるのは「第６章第４節」

と、第５９条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着



 

型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第５９

条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知見を有

する者」とあるのは「認知症対応型共同生活介護について

知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第９

９条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介

護従業者」と、第１０２条中「指定小規模多機能型居宅介

護事業者」とあるのは「指定認知症対応型共同生活介護事

業者」と読み替えるものとする。 

 

  



 

外部評価について  

 

介護保険制度の地域密着型サービスのうち、認知症対応型共同生活介護は、自らその提供

するサービスの質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価又は運営推進会議

における評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならないと

規定されています。 

（根拠法令） 

 ・条例第１１７条第８項及び基準第９７条第８項 

 

自己評価と外部評価 

〇自己評価及び外部評価の実施回数 

少なくとも年１回（年度に１回） 

（過去５年間継続して実施している事業所で、要件を満たす場合には、外部評価の実施回

数を２年に 1 回とすることができる。） 

〇評価結果 

「１自己評価及び外部評価結果」及び「２目標達成計画」は町に提出すること。 

○開示方法 

入居（申込）者及びその家族へ提供、事業所内の外部の者も確認しやすい場所へ掲示、

市町村窓口・地域包括支援センターに置く、インターネットを活用する方法等 

※外部評価の実施について、令和３年度の制度改正により以下のいずれかを選択すること

が可能となりました。 

・外部の者による評価 

・運営推進会議を活用した評価 

※ 運営推進会議を活用した評価の実施に当たっては、以下に掲載されている資料等をご

参照ください。 

【日本認知症グループホーム協会】 

http://www.ghkyo.or.jp/archives/16166 

 

Ｑ： 認知症グループホームの運営推進会議には、地域密着型サービス基準が定めるす

べてのメンバー（利用者、市町村職員、地域住民の代表者（町内会役員、民生委員、老

人クラブの代表等））が毎回参加することが必要なのか。 

 

Ａ： ・毎回の運営推進会議に、全てのメンバーが参加しなければならないという趣旨

ではなく、会議の議題に応じて、適切な関係者が参加することで足りるものである。 

・ただし、運営推進会議のうち、今般の見直しにより導入する「運営推進会議を活用し

た評価」として実施するものについては、市町村職員又は地域包括支援センター職員、

認知症対応型共同生活介護に知見を有し公正・中立な第三者の立場にある者の参加が必

須である。 

 

 

 



 

 

Ｑ： 今般、認知症グループホームにおける第三者評価は、外部の者による評価と運営

推進会議における評価のいずれかから受けることとされたが、運営推進会議における評

価を実施した場合、第三者評価及び運営推進会議の両方を開催したものとして取り扱う

のか。 

Ａ： ・貴見のとおり。 

・なお、今回の改定は、運営推進会議の開催頻度について現行のおおむね年間６回（２

月に１回）以上開催することを変更するものではなく、このうち１回以上をサービスの

質を評価する回としてよいという意味であること。 

 

Ｑ： 「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」第９７条

第８項等に規定する自己評価・外部評価の実施等について」において、事業所の外部評

価の実施回数について、本来１年に１回以上のところ、２年に１回とすることができる

場合の要件の一つとして「過去に外部評価を５年間継続して実施している」ことが挙げ

られているが、運営推進会議における評価を行った場合、外部評価を実施したとみなし

て継続年数に算入することができるか。 

Ａ： できない。継続年数に算入することができるのは、指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基準第９７条第８項第１号に規定する外部の者による

評価を行った場合に限られる。 

 

※以上のＱ＆Ａは、令和３年介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Ｖｏｌ．４）に記載されてい

ます。 

 

 

外部評価については、青森県から通知されており、情報が掲載

（https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kenko/koreihoken/jg_micchaku_gaibuhy

oka.html）されておりますので、各事業所において確認の上、対応をお願いします。  

  



 

介護保険事業者における事故発生時の報告取扱いについて 

 

介護保険法に基づきサービスを提供している事業所は、各指定基準で事故発生時には市

町村に報告しなければならないこととなっております。そのため、三戸町における事故発

生時の報告取扱いについて次のとおりとなります。  

 

１ 対 象  

① 三戸町の被保険者に対して介護サービスを提供するもの 

② 三戸町内を所在地とする介護保険法（平成９年法律第１２３号）における指定居宅

サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保

険施設、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者、指

定介護予防支援事業者及び介護予防・生活支援サービス事業者並びに指定通所介護事

業者等で提供する宿泊サービスを提供する事業者  

  

２ 報告の範囲  

 各事業者は、次の場合、関係市町村（三戸町及び被保険者の属する市町村）へ報告を

行うこととする。  

（１） サービス提供中の利用者の怪我又は死亡事故の発生 

ア 「サービス提供中」とは、送迎・通院等を含む。 

イ 「怪我」とは、転倒又は転落に伴う骨折及び出血、火傷、誤嚥、誤薬等で医療機

関において治療（当該施設内及び併設医療機関での医療処置を含む。）又は入院し

たものを原則とする。 

ウ 怪我、死亡事故等については、事業者側の責任や過失の有無は問わず、利用者の

自己責任及び第三者の過失による事故を含む。 

エ 利用者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に疑義が生じる可能性の

あるときは報告すること。 

（２） 感染症、食中毒の発生又はそれが疑われる事例 

ア 感染症とは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 

１０年法律第１１４号）第６条１項に規定する感染症のうち、５類感染症以外のも

のとする。ただし、５類感染症であっても、 インフルエンザ又は感染性胃腸炎は

報告の対象とする 。 

イ 報告の基準は、次のいずれかに該当する場合とする。 

（ⅰ） 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又

は重篤患者が１週間以内に２名以上発生した場合 

（ⅱ） 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれが疑われる者が１０名以上又

は全利用者の半数以上発生した場合 

（ⅲ） （ⅰ）又は（ⅱ）に該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る

感染症等の発生が疑われ、 特に管理者が報告を必要と認めた場合 



 

ウ 関連する法に届出義務が規定されている場合には、これに従うこと。 

（３） 利用者が行方不明となった場合 

ア 行方不明となったその当日中に発見できなかった場合 

イ 警察に捜索願を届け出た場合 

（４） 従業員の法令違反、不祥事等があった場合 

（５） 火災、地震、風水害、その他これらに類する災害による被害があった場合 

（６） その他、報告が必要と認められる事故が発生した場合 

（７） 上記のほか、サービスの提供において利用者の処遇に著しい影響を与えた場合 

 

３ 報告の手順  

報告の手順は、次のとおりとする。 

（１） 事業者は、前条に定める事故が発生した場合は、第一報を速やかに当該利用者

の家族等に連絡するとともに、三戸町に対して事故報告書により報告するものと

する。その際、少なくとも事故報告書内の１から６の項目までについて可能な限

り記載し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に、電子メール等で提

出すること。ただし、前条に定める死亡事故、感染症、食中毒又はその他重大事

故の発生の場合は、事故発生後速やかに電話にて報告したうえで、事故報告書を

提出するものとする。 

（２） 事業者は、前号で定める第一報後において、状況の変化等必要に応じて、追加

の報告を行い、事故の原因分析や再発防止策等については、作成次第報告するも

のとする。 

 

４ 報告先 

三戸町健康推進課高齢者支援班  

  〒０３９－０１９８  

   三戸郡三戸町大字在府小路町４３番地 

電話  ０１７９－２０－１１５３（直通）  

FAX    ０１７９－２０－１１０５  

    メールアドレス  kaigo@town.sannohe.lg.jp  

  

  注 報告には利用者の個人情報が含まれるため、取扱いについては十分注意するこ

と。 

 



 

 



 

  
 

  



 

 

 

 

  



 

２ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準   

  

１ 基本報酬単位及び加算について  

１単位の単価：その他 １０.００円  

  

（１）認知症対応型共同生活介護の基本単位について  

  

 イ 認知症対応型共同生活介護費（１日につき）  

  （１）認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）  

ア 共同生活住居の数が１であること。 

イ 指定基準第９０条に定める従業者の員数を置いていること。  

  

（一）要介護１   ７６４単位  

（二）要介護２   ８００単位  

（三）要介護３   ８２３単位  

（四）要介護４   ８４０単位  

（五）要介護５   ８５８単位  

  

（２）認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）  

ア 共同生活住居の数が２以上であること。 

イ 指定基準第９０条に定める従業者の員数を置いていること。  

  

（一）要介護１   ７５２単位  

（二）要介護２   ７８７単位  

（三）要介護３   ８１１単位  

（四）要介護４   ８２７単位  

（五）要介護５   ８４４単位  

  

 ロ 短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき）  

（１）短期利用認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）      

 ア 共同生活住居の数が１であること。 

イ 当該指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う者が、指定居宅サービ

ス、指定居宅介護支援、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防

サービス若しくは介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営に

ついて３年以上の経験を有すること。  

ウ 次のいずれにも適合すること。  

一 事業所共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室等を利用する

ものであること。  



 

二 １の共同生活住居において、短期利用認知症対応型共同生活介護を

受ける利用者の数は１名とすること。  

 

ただし、利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介

護支援専門員が、緊急に短期利用認知症対応型共同生活介護を受けることが必要と認め

た者に対し居宅サービス計画において位置付けられていない短期利用認知症対応型共同

生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の 利用者の処遇に支障がない場

合にあっては、（一）及び（二）にかかわらず、事業所の共同生活住居の定員の合計数

を超えて短期利用認知症対応型共同生活介護を行うことができるものとする。 

 

 

 

エ 利用の開始に当たって、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めること。  

オ 短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する

従業者が確保されていること。  

カ 指定基準第９０条に定める従業者の員数を置いていること。  

  

（一）要介護１   ７９２単位  

（二）要介護２   ８２８単位  

（三）要介護３   ８５３単位  

（四）要介護４   ８６９単位  

（五）要介護５   ８８６単位  

  

  

  

  

（２）短期利用認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）      

ア 共同生活住居の数が２以上であること  

イ 当該指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う者が、指定居宅サービ

ス、指定居宅介護支援、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サ

ービス若しくは介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営につい

て３年以上の経験を有すること。  

ウ 次のいずれにも適合すること。  

一 事業所共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室等を利用するも

のであること。  

二 １の共同生活住居において、短期利用認知症対応型共同生活介護を受け

る利用者の数は１名とすること。  

 



 

ただし、利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介

護支援専門員が、緊急に短期利用認知症対応型共同生活介護を受けることが必要と認め

た者に対し居宅サービス計画において位置付けられていない短期利用認知症対応型共同

生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合

にあっては、（一）及び（二）にかかわらず、事業所の共同生活住居の定員の合計数を

超えて短期利用認知症対応型共同生活介護を行うことができるものとする。 

 

エ 利用の開始に当たって、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めること。  

オ 短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する

従業者が確保されていること。  

カ 指定基準第９０条に定める従業者の員数を置いていること。  

  

（一）要介護１   ７８０単位  

（二）要介護２   ８１６単位  

（三）要介護３   ８４０単位  

（四）要介護４   ８５７単位  

（五）要介護５   ８７３単位  

  

  

 

（２）介護予防認知症対応型共同生活介護の基本単位について  

  

イ 介護予防認知症対応型共同生活介護費（１日につき）  

（１）介護予防認知症対応型通所介護費（Ⅰ）  ７６０単位  

         ※基準は、上記「認知症対応型通所介護費（Ⅰ）」と同じ  

  

（２）介護予防認知症対応型通所介護費（Ⅱ）  ７４８単位  

         ※基準は、上記「認知症対応型通所介護費（Ⅱ）」と同じ  

  

ロ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき）  

（３）介護予防短期利用認知症対応型通所介護費（Ⅰ）  ７８８単位  

         ※基準は、上記「短期利用認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）」と同じ  

  

（４）介護予防短期利用認知症対応型通所介護費（Ⅱ）  ７７６単位  

         ※基準は、上記「短期利用認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）」と同じ  

  

  

  



 

１ 利用者の定員超過  

１月間（暦月）の利用者等の平均（当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で

除して得た数とし、小数点以下は切り上げる。）が、利用定員を超える場合、その翌

月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、全ての利用者を対象に所定単位

数に１００分の７０を乗じて得た単位数を用いる。  
    
  
２ 人員基準欠如  

①看護・介護職員の人員基準欠如  
人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合、その翌月から人

員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について、所定単位数

に１００分の７０を乗じて得た単位数を用いる。  
人員基準上必要とされる員数から１割の範囲内で減少した場合、その翌々月か

ら人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について、所定単

位数に１００分の７０を乗じて得た単位数を用いる。  
②看護・介護職員以外の人員基準欠如  

その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員に

ついて、所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位数を用いる。  
    
  
３ 夜勤を行う職員について  

夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については、ある月（暦

月）において以下のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者

等の全員について、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を用いる。  

イ 夜勤時間帯（午後１０時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続

する１６時間をいい、原則として事業所又は施設ごとに設定するもの

とする）において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満

たない事態が２日以上連続して発生した場合 

ロ 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に

満たない事態が４日以上発生した場合  
  
  
４ 身体拘束未実施減算について  

別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束廃止未実施減算と

して、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。  

 

・身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体拘束等が行われていた場

合ではなく、指定地域密着型サービス基準第９７条第６項の記録（同条第５項に規

定する身体拘束等を行う場合の記録）を行っていない場合及び同条第７項に規定す

る措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算することと



 

なる。具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指

針を整備していない又は身体的拘束等の適正化のための定期的な研修を実施してい

ない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実が生じた

月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が

生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所

定単位数から減算することとする。  
  
  

５ 短期利用認知症対応型共同生活介護について  

短期利用認知症対応型共同生活介護については、次のとおり厚生労働大臣が定

める施設基準に規定する基準を満たす認知症対応型共同生活介護事業所において

算定できる。  

ア 共同生活住居の数が１又は２以上であること  

イ 当該指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う者が、指定居宅サービス、

指定居宅介護支援、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス

若しくは介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営について３年以

上の経験を有すること。  

ウ 次のいずれにも適合すること。  

一 事業所共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室等を利用するもの

であること。  

二 １の共同生活住居において、短期利用認知症対応型共同生活介護を受ける

利用者の数は１名とすること。 

 

ただし、利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介

護支援専門員が、緊急に短期利用認知症対応型共同生活介護を受けることが必要と認め

た者に対し居宅サービス計画において位置付けられていない短期利用認知症対応型共同

生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合

にあっては、（一）及び（二）にかかわらず、事業所の共同生活住居の定員の合計数を

超えて短期利用認知症対応型共同生活介護を行うことができるものとする。 

 

エ 利用の開始に当たって、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めること。  

オ 短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する

従業者が確保されていること。  

カ 指定基準第９０条に定める従業者の員数を置いていること。  

  

上記のただし書きに規定する指定認知症対応型共同生活事業所の共同生活住居の定

員の合計数を超えて行う短期利用認知症対応型共同生活介護は、あくまでも、緊急に

短期利用認知症対応型共同生活介護を受ける必要がある者のみに提供が認められるも



 

のであり、当該利用者に対する短期利用認知症対応型共同生活介護の提供は、７日

（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１

４日）を限度に行うものとする。  

 また、「当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合」とは、当該利用者を

当該事業所の共同生活住居（複数の共同生活住居がある場合、当該利用者が日中の時

間帯等に共同生活を送る共同生活住居とする。）の利用者とみなして、当該利用者の

利用期間を通じて人員基準を満たしており、かつ、当該利用者が利用できる個室を有

している場合とする。特に個室の面積の最低基準は示していないが、当該利用者の処

遇上、十分な広さを有していること。ただし、個室以外であっても、1 人当たりの床

面積がおおむね７.４３平方メートル以上で、プライバシーの確保に配慮した個室的

なしつらえを整備している場合は、個室に準じて取り扱って差し支えない。この場合

の「プライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえ」とは、可動でないもので隔て

ることまでを要するものではないが、視線が遮断されることを前提とする。建具によ

る仕切りは認めるが、家具やカーテン、簡易パネルによる仕切りでは不可とする。ま

た、天井から隙間が空いていることは認める。  

なお、指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の合計数を超え

て受け入れることができる利用者数は、指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同

生活住居ごとに１人まで認められるものであり、この場合、定員超過利用による減算

の対象とはならない。  

  

「短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する従業

者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専門課程」、認知症介護実践研修のうち「実

践リーダー研修」若しくは「認知症介護実践リーダー研修」又は認知症介護指導者養成

研修を修了している者とする。 

 

 

６ 夜間支援体制加算について  

イ 夜間支援体制加算（Ⅰ） １日につき５０単位  

（１）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

（２）基本単位に規定する「認知症対応型通所介護費（Ⅰ）」又は「短期利用認

知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）」に該当するものであること。  

（３）夜勤を行う介護従業者及び宿直勤務に当たる者の合計数が２以上であるこ

と。  

  

ロ 夜勤支援体制加算（Ⅱ） 1 日につき２５単位  

（１）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

（２）基本単位に規定する「認知症対応型通所介護費（Ⅱ）」又は「短期利用認

知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）」に該当するものであること。  



 

（３）夜勤を行う介護従業者及び宿直勤務に当たる者の合計数が、当該指定認知

症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居の数に１を加えた数

以上であること。  

  

７ 認知症行動・心理症状緊急対応加算について  

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であ

り、緊急に指定認知症対応型共同生活介護を利用することが適当であると判断し

た者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入居を開始した日

から起算して 

７日を限度として１日につき２００単位を所定単位数に加算する。  

  

① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄

想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものである。  

② 本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期利

用認知症対応型共同生活介護が必要であると医師が判断した場合であって、介

護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、

短期利用認知症対応型共同生活介護の利用を開始した場合に限り算定できるも

のとする。  

この際、短期利用認知症対応型共同生活介護でなく、医療機関における対応

が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、

情報提供を行うことにより、適切な医療が受けられるよう取り計らう必要があ

る。  

③ 次に掲げる者が、直接、短期利用認知症対応型共同生活介護の利用を開始し

た場合には、当該加算は算定できないものであること。  

ア 病院又は診療所に入院中の者  

イ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者  

ウ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施 

設入居者生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症

対応型共同生活介護、短期利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期

利用特定施設入居者生活介護を利用中の者  

④ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。ま

た、事業所も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等

を介護サービス計画書に記録しておくこと。  

⑤ ７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理

症状」が認められる利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものである

ためであり、利用開始８日目以降の短期利用特定施設入居者生活介護の利用継

続を妨げるものではないことに留意すること。  

  

  



 

８ 若年性認知症利用者受入加算について  

若年性認知症利用者に対して、認知症対応型共同生活介護を行った場合は、若

年性認知症利用者受入加算として、1 日につき１２０単位を所定単位数に加算す

る。  

なお、受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中

心に当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。  

  

◆「認知症行動・心理症状緊急対応加算」を算定している場合は算定できない。  

  

  

９ 利用者が入院したときの費用の算定について  

利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合であって、入院

後３月以内に退院することが明らかに見込まれるときは、その者又はその家族の

希望等を勘案し、必要に応じて適切な便宜を供与するとともに、やむを得ない事

情がある場合を除き、退院後再び当該事業所に円滑に入居することができる体制

を確保していること。  

１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき２４６単位を算定する。  

ただし、入院の初日及び最終日は算定できない。  

  

① 入院時の費用を算定する事業所は、あらかじめ、利用者に対して、入院後３

月以内に退院することが明らかに見込まれるときは、その者又はその家族等の

希望等を勘案し、必要に応じて適切な便宜を供与するとともに、やむを得ない

事情がある場合を除き、退院後再び当該事業所に円滑に入居することができる

体制を確保していることについて説明を行うこと。  

イ 「退院することが明らかに見込まれるとき」に該当するか否かは、利用者

の入院先の病院又は診療所の当該主治医に確認するなどの方法により判断す

ること。  

ロ 「必要に応じて適切な便宜を供与」とは、利用者又はその家族の同意の上

での入退院の手続きや、その他個々の状況に応じた便宜を図ることを指すも

のである。  

ハ 「やむを得ない事情がある場合」とは、単に当初予定の退院日に居室の空

きがないことをもって該当するものではなく、例えば、利用者の退院が予定

よりも早まるなどの理由により居室の確保が間に合わない場合等を指すもの

である。事業所側の都合は、基本的には該当しないことに留意すること。  

ニ 利用者の入院の期間中の居室は、短期利用特定施設入居者生活介護等に利

用しても差し支えないが、当該利用者が退院する際に円滑に再入居できるよ

う、その利用は計画的なものでなければならない。  

② 入院の期間には初日及び最終日は含まれないので、連続して７泊の入院を行

う場合の入院期間は６日と計算される。  



 

（例）  

入院期間：３月１日から３月８日（８日間）  

３月１日：入院の開始・・・所定単位数を算定  

３月２日から３月７日（６日間）・・・１日につき２４６単位を算定可  

３月８日：退院日・・・所定単位数を算定  

③ 利用者の入院の期間中にそのまま退居した場合は、退居した日の入院時の費

用は算定できる。  

④ 利用者の入院の期間中で、かつ、入院時の費用の算定期間中にあっては、当

該利用者が使用していた居室を他のサービスに利用することなく空けておくこ

とが原則であるが、当該利用者の同意があれば、その居室を短期利用特定施設

入居者生活介護等に活用することは可能である。ただし、この場合に、入院時

の費用は算定できない。   

⑤ 入院時の取扱い  

イ 入院時の費用の算定にあたって、１回の入院で月をまたがる場合は、最大

で連続１３泊（１２日分）まで入院時の費用の算定が可能であること。  

（例）月をまたがる入院の場合  

入院期間：１月 25日から３月８日  

１月 25 日：入院の開始・・・所定単位数を算定  

１月 26 日から１月 31 日（６日間）・・・１日につき 246 単位を算定可  

２月１日から２月６日（６日間）・・・１日につき 246 単位を算定可  

２月７日から３月７日・・・費用算定不可  

３月８日：退院日・・・所定単位数を算定  

ロ 利用者の入院の期間中は、必要に応じて、入退院の手続きや家族、当該医

療機関等への連絡調整、情報提供などの業務にあたること。  

  

  

10 看取り介護加算について  

厚生労働大臣が定める施設基準及び利用者に適合しているものについて、看取

り介護加算として、死亡日以前３１日以上４５日以下については 1 日につき７２

単位を、死亡日以前４日以上３０日以下については１日につき１４４単位を、死

亡日の前日及び前々日については１日につき６８０単位を、死亡日については１

日につき１，２８０単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日の翌日から死

亡日までの間又は医療連携体制加算を算定していない場合は、算定しない。  

  

厚生労働大臣が定める施設基準  

イ 看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当

該指針の内容を説明し、同意を得ていること。  

ロ 医師、看護職員（事業所の職員又は当該事業所と密接な連携を確保できる範囲

内の距離にある病院若しくは診療所若しくは看護ステーションの職員に限



 

る。）、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、当該認知

症対応型共同生活介護事業所における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取り

に関する指針の見直しを行うこと。  

ハ 看取りに関する職員研修を行っていること。  

  

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者  
  次のイからハまでのいずれにも適合している利用者 

イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断し

た者であること。  
ロ 医師、看護職員（事業所の職員又は当該事業所と密接な連携を確保できる範囲

内の距離にある病院若しくは診療所若しくは訪問看護ステーションの職員に限

る。）、介護支援専門員その他の職種の者（以下「医師等」という。）が共同で作成

した利用者の介護に係る計画について、医師等のうちその内容に応じた適当な者

から説明を受け、当該計画について同意している者（その家族等が説明を受けた

上で、同意している者を含む。）であること。  
ハ 看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医

師等の相互の連携の下、介護記録等利用者に関する記録を活用し行われる介護に

ついての説明を受け、同意した上で介護を受けている者（その家族等が説明を受

け、同意した上で介護を受けている者を含む。）であること。  
  

①  看取り介護加算は、医師が、一般に認められている医学的知見に基づき回復

の見込みがないと診断した利用者について、その旨を利用者又はその家族等

（以下「利用者等」という。）に対して説明し、その後の療養及び介護に関す

る方針についての合意を得た場合において、医師、看護職員、介護職員、介護

支援専門員等が共同して、随時、利用者等に対して十分な説明を行い、療養及

び介護に関する合意を得ながら、利用者がその人らしく生き、その人らしい最

期が迎えられるよう支援することを主眼として設けたものである。  

②  利用者等告示第４０号ロに定める看護職員については、認知症対応型共同生

活介護事業所において利用者の看取り介護を行う場合、利用者の状態に応じて

随時の対応が必要であることから、当該認知症対応型共同生活介護事業所の職

員又は当該事業所と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院、診療所

若しくは訪問看護ステーション（以下「訪問看護ステーション等」という。）

の職員に限るとしているところである。具体的には、当該認知症対応型共同生

活介護事業所と訪問看護ステーション等が、同一市町村内に所在している又は

同一市町村内に所在していないとしても、自動車等による移動に要する時間が

おおむね２０分以内の距離に所在するなど、実態として必要な連携をとること

ができることが必要である。  

③  認知症対応型共同生活介護事業所は、利用者に提供する看取り介護の質を常

に向上させていくためにも、計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善



 

（Action）のサイクル（PDCA サイクル）により、看取り介護を実施する体制

を構築するとともに、それを強化していくことが重要であり、具体的には次の

ような取組が求められる。  

イ 看取りに関する指針を定めることで事業所の看取りに対する方針等を明ら

かにする（Plan）。  

ロ 看取り介護の実施に当たっては、当該利用者に係る医師の診断を前提にし

て、介護に係る計画に基づいて、利用者がその人らしく生き、その人らし

い最期が迎えられるよう支援を行う（Do）。  

ハ 多職種が参加するケアカンファレンス等を通じて、実施した看取り介護の

検証や、職員の精神的負担の把握及びそれに対する支援を行う（Check）。  

ニ 看取りに関する指針の内容その他看取り介護の実施体制について、適宜、

適切な見直しを行う（Action）。なお、認知症対応型共同生活介護事業所

は、看取り介護の改善のために、適宜、家族等に対する看取り介護に関す

る報告会並びに利用者等及び地域住民との意見交換による地域への啓発活

動を行うことが望ましい。  

④ 質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、利用者等に対

し、十分な説明を行い、理解を得るよう努力することが不可欠である。具体的

には、認知症対応型共同生活介護事業所は、看取り介護を実施するに当たり、

終末期にたどる経過、事業所等において看取りに際して行いうる医療行為の選

択肢、医師や医療機関との連携体制などについて、利用者等の理解が得られる

よう継続的な説明に努めることが重要である。加えて、説明の際には、利用者

等の理解を助けるため、利用者に関する記録を活用した説明資料を作成し、そ

の写しを提供すること。  

⑤ 看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、看護職員、介護職

員、介護支援専門員等による協議の上、看取りに関する指針が定められている

ことが必要であり、同指針に盛り込むべき項目としては、例えば、以下の事項

が考えられる。  

イ 当該事業所の看取りに関する考え方  

ロ 終末期にたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じた介護の考え方

ハ 事業所において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢  

ニ 医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含む） 

ホ 利用者等への情報提供及び意思確認の方法  

へ 利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式 

ト 家族等への心理的支援に関する考え方  

チ その他看取り介護を受ける利用者に対して事業所の職員が取るべき具体的

な対応の方法  

⑥ 看取りに関する指針に盛り込むべき内容を、施設基準第三十四号イ(３)に規

定する重度化した場合の対応に係る指針に記載する場合は、その記載をもって

看取りに関する指針の作成に代えることができるものとする。  



 

また、重度化した場合の対応に係る指針をもって看取りに関する指針として

扱う場合は、適宜見直しを行うこと。  

 

施設基準第三十四号イ(3)  

重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対し

て、当指針の内容を説明し、同意を得ている。 

  

⑦ 看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録等に記録すると

ともに、多職種連携を図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員

等による適切な情報共有に努めること。  

イ 終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録  

ロ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対す

るケアについての記録  

ハ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した利用者等の意向と、それに基づ

くアセスメント及び対応についての記録  

⑧ 利用者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合

は、介護記録にその説明日時、内容等を記載するとともに、同意を得た旨を記

載しておくことが必要である。  

また、利用者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来訪が見込ま

れないような場合も、医師、看護職員、介護職員等が利用者の状態等に応じて

随時、利用者に対する看取り介護について相談し、共同して看取り介護を行っ

ていると認められる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。  

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介

護記録に職員間の相談日時、内容等を記載するとともに、利用者の状態や、家

族と連絡を取ったにもかかわらず事業所への来訪がなかった旨を記載しておく

ことが必要である。  

なお、家族が利用者の看取りについて共に考えることは極めて重要であり、

事業所は、連絡を取ったにもかかわらず来訪がなかったとしても、継続的に連

絡を取り続け、可能な限り家族の意思を確認しながら介護を進めていくことが

重要である。  

⑨ 看取り介護加算は、利用者等告示第４０号に定める基準に適合する看取り介

護を受けた利用者が死亡した場合に、死亡日を含めて４５日を上限として、認

知症対応型共同生活介護事業所において行った看取り介護を評価するものであ

る。  

死亡前に自宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、自宅や入院先で死

亡した場合であっても算定可能であるが、その際には、当該認知症対応型共同

生活介護事業所において看取り介護を直接行っていない退居した日の翌日から

死亡日までの間は、算定することができない。（したがって、退居した日の翌



 

日から死亡日までの期間が４５日以上あった場合には、看取り介護加算を算定

することはできない。）  

なお、見取り介護に係る計画の作成及び見取り介護の実施にあたっては、厚

生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイド

ライン」等を参考にしつつ、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針が実施で

きるよう、多職種が連携し、本人及びその家族と必要な情報の共有等に努める

こと。  

⑩ 認知症対応型共同生活介護事業所を退居等した月と死亡した月が異なる場合

でも算定可能であるが、看取り介護加算は死亡月にまとめて算定することか

ら、利用者側にとっては、事業所に入居していない月についても自己負担を請

求されることになるため、利用者が退居等する際、退居等の翌月に亡くなった

場合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合があること

を説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。  

⑪ 認知症対応型共同生活介護事業所は、退居等の後も、継続して利用者の家族

への指導や医療機関に対する情報提供等を行うことが必要であり、利用者の家

族、入院先の医療機関等との継続的な関わりの中で、利用者の死亡を確認する

ことができる。  

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、事業所が入院する医療機関等に利

用者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が事業所に対して本人の状態を伝

えることについて、退居等の際、利用者等に対して説明をし、文書にて同意を

得ておくことが必要である。  

⑫ 利用者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院又は外泊期間が

死亡日以前３０日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間を除いた期間につ

いて、看取り介護加算の算定が可能である。  

⑬ 入院若しくは外泊又は退居の当日について看取り介護加算を算定できるかど

うかは、当該日に所定単位数を算定するかどうかによる。  

⑭ 家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その

他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするという認知症対応型

共同生活介護の事業の性質に鑑み、１月に２人以上が看取り介護加算を算定す

ることが常態化することは、望ましくないものであること。  

  

  

11 初期加算について  

入居した日から起算して３０日以内の期間については、初期加算として１日に

つき所定単位数（３０単位）を加算する。３０日を超える病院又は診療所への入

院後に認知症対応型共同生活介護事業所に再び入居した場合も、同様とする。  

  



 

① 初期加算は、当該利用者が過去３月間（ただし、日常生活自立度のランク

Ⅲ、Ⅳ 又はＭに該当する者の場合は過去１年間とする。）の間に、当該事業所

に入居したことがない場合に限り算定できることとする。  

② 短期利用特定施設入居者生活介護を利用していた者が日を空けることなく引

き続き当該認知症対応型共同生活介護事業所に入居した場合（短期利用特定施

設入居者生活介護の利用を終了した翌日に当該認知症対応型共同生活介護事業

所に入居した場合を含む。）については、初期加算は入居直前の短期利用特定

施設入居者生活介護の利用日数を３０日から控除して得た日数に限り算定する

ものとする。  

③ ３０日を超える病院又は診療所への入院後に再入居した場合は、①にかかわ

らず、初期加算が算定される。  

  

  

12 医療連携体制加算について  

認知症対応型共同生活介護事業所において、指定認知症対応型共同生活介護を

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数

を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。  

  

＜医療連携体制加算(Ⅰ)＞ 1 日につき３９単位  

（１）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員として又は病院、診療所

若しくは指定訪問看護ステーションとの連携により、看護師を１名以上確

保していること。  

（２）看護師により２４時間連絡できる体制を確保していること。  

（３）重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家

族等に対して、当該指針の内容を説明し、同意を得ていること。  

  

＜医療連携体制加算(Ⅱ)＞ 1 日につき４９単位  

（１）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員として看護職員を常勤換

算方法で１名以上配置していること。  

（２）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員である看護職員又は病

院、診療所若しくは指定訪問看護ステーションの看護師との連携により、

２４時間連絡できる体制を確保していること。  

ただし、（１）により配置している看護職員が准看護師のみである場合に

は、病院、診療所又は指定訪問看護ステーションの看護師により、２４時

間連絡できる体制を確保していること。  

（３）算定日が属する月の前 12 月間において、次のいずれかに該当する状態の

利用者が１人以上であること。  

① 喀痰吸引を実施している状態  



 

② 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態  

③ 中心静脈注射を実施している状態  

④ 人工腎臓を実施している状態  

⑤ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定をしている状態  

⑥ 人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態  

⑦ 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態  

⑧ 褥瘡に対する治療を実施している状態  

⑨ 気管切開が行われている状態  

（４）重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家

族等に対して、当該指針の内容を説明し、同意を得ていること。  

  

＜医療連携体制加算(Ⅲ)＞ 1 日につき５９単位  

（１）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員として看護師を常勤換算

方法で１名以上配置していること。  

（２）当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員である看護師又は病院、

診療所若しくは指定訪問看護ステーションの看護師との連携により、２４

時間連絡できる体制を確保していること。  

（３）重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家

族等に対して、当該指針の内容を説明し、同意を得ていること。  

（４）算定日が属する月の前１２月間において、次のいずれかに該当する状態の

利用者が１人以上であること。  

① 喀痰吸引を実施している状態  

② 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態  

③ 中心静脈注射を実施している状態  

④ 人工腎臓を実施している状態  

⑤ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定をしている状態  

⑥ 人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態  

⑦ 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態  

⑧ 褥瘡に対する治療を実施している状態  

⑨ 気管切開が行われている状態  

  

① 医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能

な限り継続して認知症対応型共同生活介護事業所で生活を継続できるように、

日常的な健康管理を行ったり、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応が

とれる等の体制を整備している事業所を評価するものである。  

② 医療連携体制加算（Ⅰ）の体制について、利用者の状態の判断や、認知症対

応型共同生活介護事業所の介護従業者に対し医療面からの適切な指導、援助を

行うことが必要であることから、看護師の確保を要することとしており、准看

護師では本加算は認められない。  



 

また、看護師の確保については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活

用する場合は、当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員と他の事業所の職

員を併任する職員として確保することも可能である。  

③ 医療連携体制加算（Ⅰ）の体制をとっている事業所が行うべき具体的なサー

ビスとしては、  

・利用者に対する日常的な健康管理  

・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連絡・

調整  

・看取りに関する指針の整備  

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間を確保するこ

とが必要である。  

④ 医療連携体制加算（Ⅱ）の体制については、事業所の職員として看護師又は

准看護師を常勤換算方法により１名以上配置することとしているが、当該看護

職員が准看護師のみの体制である場合には、病院、診療所又は訪問看護ステー

ションの看護師との連携を要することとしている。  

⑤ 医療連携体制加算（Ⅱ）又は医療連携体制加算（Ⅲ）を算定する事業所にお

いては、③のサービス提供に加えて、協力医療機関等との連携を確保しつつ、

医療ニーズを有する利用者が、可能な限り認知症対応型共同生活介護事業所で

療養生活を継続できるように必要な支援を行うことが求められる。  

加算の算定に当たっては、施設基準第３４号ロの(３)に規定する利用者に

よる利用実績（短期利用認知症対応型共同生活介護を利用する者を含む。）

があり、当該利用者が療養生活 を送るために必要な支援を行っていること

を要件としている。  

イ  同号ロの(３)の①に規定する「喀痰吸引を実施している状態」とは、認知

症対応型共同生活介護の利用中に喀痰吸引を要する利用者に対して、実際に

喀痰吸引を実施している状態である。  

ロ  同号ロの(３)の②に規定する「呼吸障害等により人工呼吸器を使用してい

る状態」については、該当月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼

吸をおこなっていること。  

ハ  同号ロの(３)の③に規定する「中心静脈注射を実施している状態」につい

ては、中心静脈注射により薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養

以外に栄養維持が困難な利用者であること。  

ニ  同号ロの(３)の④に規定する「人工腎臓を実施している状態」について

は、当該月において人工腎臓を実施しているものであること。  

ホ  同号ロの(３)の⑤に規定する「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時

モニター測定を実施している状態」については、重症不整脈発作を繰り返す

状態、収縮期血圧９０ｍｍＨｇ以下が持続する状態又は酸素吸入を行っても

動脈血酸素飽和度９０％以下の状態で常時、心電図、血圧又は動脈血酸素飽

和度のいずれかを含むモニタリングをおこなっていること。  



 

ヘ  同号ロの(３)の⑥に規定する「人工膀胱又は人工肛門の処置を実施してい

る状態」については、当該利用者に対して、人工膀胱又は人工肛門に係る皮

膚の炎症等に対するケアを行った場合であること。  

ト  同号ロの(３)の⑥に規定する「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われてい

る状態」とは、経口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に

対して、経腸栄養を行われている状態であること。  

チ  同号ロの(３)の⑧に規定する「褥瘡に対する治療を実施している状態」に

ついては、以下のいずれかの分類に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な

処置を行った場合に限ること。  

第一度：皮膚の発赤が持続している部分あり、圧迫を取り除いても消失しな

い（皮膚の損傷はない） 

第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみとして表れるも

の）がある  

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして表

れ、隣接組織まで及んでいることもあれば、及んでいないこともある。  

第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している  

リ  同号ロの(３)の⑧に規定する「気管切開が行われている状態」について

は、気管切開が行われている利用者について、気管切開に係るケアを行った

場合であること。  

⑥  医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対応に係る

指針」に盛り込むべき項目としては、例えば、①急性期における医師や医療機

関との連携体制、②入院期間中における認知症対応型共同生活介護における居

住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合いや

意思確認の方法等の看取りに関する指針、などが考えられる。  

また、医療連携体制加算算定時には、契約を結んだ上で訪問看護ステーショ

ンを利用することが可能となったが、急性増悪時等においては、診療報酬の算

定要件に合致すれば、医療保険による訪問看護が利用可能であることについて

は、これまでと変わらないものである。  

  

  

13 退去時相談援助加算について  

利用期間が１月を超える利用者が退居し、その居宅において居宅サービス又

は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利用者の退居時に当該利

用者及びその家族等に対して退居後の居宅サービス、地域密着型サービスその

他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行い、かつ、当該

利用者の同意を得て、退居の日から２週間以内に当該利用者の退居後の居住地

を管轄する市町村（特別区を含む。）及び老人介護支援センター（老人福祉法

第２０条の７の２に規定する老人介護支援センターをいう。以下同じ。）又は

地域包括支援センター（法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援セ



 

ンターをいう。）に対して、当該利用者の介護状況を示す文書を添えて当該利

用者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合

に、利用者１人につき１回を限度として４００単位を算定する。  

  

① 退居時相談援助の内容は、次のようなものであること。  

ａ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助  

ｂ 退居する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的とし

て行う各種訓練等に関する相談援助 

ｃ 家屋の改善に関する相談援助  

ｄ 退居する者の介助方法に関する相談援助  

② 退居時相談援助加算は、次の場合には、算定できないものであること。  

ａ 退居して病院又は診療所へ入院する場合  

ｂ 退居して他の介護保険施設への入院若しくは入所又は認知症対応型共同

生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、特定施設入居者

生活介護又は地域密着型特定施設入居者生活介護の利用を開始する場合 

ｃ 死亡退居の場合  

③ 退居時相談援助は、介護支援専門員である計画作成担当者、介護職員等が協

力して行うこと。  

④ 退居時相談援助は、退居者及びその家族等のいずれにも行うこと。  

⑤ 退居時相談援助を行った場合は、相談援助を行った日付及び相談援助の内容

の要点に関する記録を行うこと。  

  

  

14 認知症専門ケア加算について  

認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し専門的な認知症ケアを行っ

た場合には、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。  

  

１ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） 1日につき３単位  

（１） 事業所における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある

症状若しくは行動が認めらることから介護を必要とする認知症の者（以下

「対象者」）の占める割合が２分の１以上であること。  

（２） 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が 20人

未満である場合にあっては、１以上、当該対象者の数が２０人以上である場

合にあっては、１に、当該対象者の数が１９を超えて１０又はその端数を増

すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを

実施していること。  



 

（３） 当該事業所の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技

術的指導に係る会議を定期的に開催していること。  

  

２ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） 1日につき４単位  

（１） １の基準のいずれにも適合すること。  

（２） 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置

し、事業所全体の認知症ケアの指導等を実施していること。  

（３） 当該事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修

計画を作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定しているこ

と。  

  

① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることか

ら介護を必要とする認知症の者」とは、日常生活自立度ランクⅢ、Ⅳ又はＭに

該当する利用者を指すものとする。  

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践リーダー研修」、

認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。  

③ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。なお、個人情報保護委

員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイ

ドライン」等を遵守していること。  

④ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護指導者養成研

修」、認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。  

  

  

15 生活機能向上連携加算について  

（１）生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位  

計画作成担当者（指定地域密着型サービス基準第９０条第５項に規定する計

画作成担当者をいう。）が、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リ

ハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設

の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の

向上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画（指定地域密着型サービス基

準第９８条第１項に規定する認知症対応型共同生活介護計画をいう。以下同

じ。）を作成し、当該認知症対応型共同生活介護計画に基づく指定認知症対応

型共同生活介護を行ったときは、初回の当該指定認知症対応型共同生活介護が

行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。  

① 生活機能向上連携加算（Ⅰ）について  

イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ）については、②ロ、ホ及びヘを除き②を適用

する。本加算は、理学療法士等が認知症対応型共同生活介護事業所を訪問せ



 

ずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握した上で

計画作成担当者に助言を行い、計画作成担当者が、助言に基づき②イの認知

症対応型共同生活介護計画を作成（変更）するとともに、計画作成から３月

経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告すること

を定期的に実施することを評価するものである。  

ａ ②イの認知症対応型共同生活介護計画の作成にあたっては、理学療法士等

は、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リハビ

リテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設の場において把握し、又は指定認知症対応型

共同生活介護事業所の計画作成担当者と連携してＩＣＴを活用した動画やテレ

ビ電話を用いて把握した上で、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の計

画作成担当者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を

用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の

状況について適切に把握することができるよう、理学療法士等と計画作成担当

者で事前に方法等を調整するものとする。  

ｂ 当該認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者は、ａの助言に

基づき、生活機能アセスメントを行った上で、②イの認知症対応型共同生

活介護計画の作成を行うこと。なお、②イの認知症対応型共同生活介護計

画には、ａの助言の内容を記載すること。  

ｃ 本加算は、②イの認知症対応型共同生活介護計画に基づき指定認知症対

応型共同生活介護を提供した初回の月に限り、算定されるものである。な

お、ａの助言に基づき認知症対応型共同生活介護計画を見直した場合に

は、本加算を算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等により認

知症対応型共同生活介護計画を見直した場合を除き、②イの認知症対応型

共同生活介護計画に基づき指定認知症対応型共同生活介護を提供した翌月

及び翌々月は本加算を算定しない。  

ｄ ３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告

すること。なお、再度ａの助言に基づき認知症対応型共同生活介護計画を

見直した場合には、本加算の算定が可能である。  

② 生活機能向上連携加算（Ⅱ）について  

イ  「生活機能の向上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画」とは、利

用者の日常生活において介助等を必要とする行為について、単に介護従事者

が介助等を行うのみならず、利用者本人が、日々の暮らしの中で当該行為を

可能な限り自立して行うことができるよう、その有する能力及び改善可能性

に応じた具体的目標を定めた上で、介護従事者が提供する介護の内容を定め

たものでなければならない。  

ロ  イの認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビ

リテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテー

ションを実施している医療提供施設（病院にあっては、認可病床数が２００



 

床未満のもの又は当該病院を中心として半径４キロメートル以内に診療所が

存在しないものに限る。）理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師

（以下この(12)において「理学療法士等」という。）が認知症対応型共同生

活介護事業所を訪問した際に、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、

移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金

銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況につき、理学療法士等と計画作

成担当者が共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価（以下「生活機

能アセスメント」という。）を行うものとする。  

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診

療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しく

は診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院で

ある。  

ハ  イの認知症対応型共同生活介護計画には、生活機能アセスメントの結果の

ほか、次に掲げるその他の日々の暮らしの中で必要な機能向上に資する内容

を記載しなければならない。  

ａ 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の

内容 

ｂ 生活機能アセスメントの結果に基づき、ａの内容について定めた３月

を目途とする達成目標  

ｃ ｂの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標  

ｄ ｂ及びｃの目標を達成するために介護従事者が行う介助等の内容  

ニ  ハのｂ及びｃの達成目標については、利用者の意向も踏まえ策定するとと

もに、利用者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲の向上

につながるよう、例えば当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行

うために必要となる基本的な動作（立位又は座位の保持等）の時間数といっ

た数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用いて設定するこ

と。  

ホ  本加算はロの評価に基づき、イの認知症対応型共同生活介護計画に基づき

提供された初回の介護の提供日が属する月を含む３月を限度として算定され

るものであり、３月を超えて本加算を算定しようとする場合は、再度ロの評

価に基づき認知症対応型共同生活介護計画を見直す必要があること。  

ヘ  本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用

者及び理学療法士等に報告し、当該理学療法士等から必要な助言を得た上

で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及びハのｂの達成目標を踏まえ

た適切な対応を行うこと。  

  

  

 

 



 

16 栄養管理体制加算について  

   指定認知症対応型共同生活介護事業所において、管理栄養士（当該事業所の従業

者以外の管理栄養士を含む。）が、従業者に対する栄養ケアに係る技術的助言及

び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき所定単位数（３０単位）を加

算する。  

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

  

① 栄養管理体制加算の算定に係る管理栄養士は、外部（他の介護事業所（栄養

管理体制加算の対象事業所に限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメ

ント強化加算の算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いている

もの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。）又は公益社

団法人日本栄養士会若しくは都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケ

ア・ステーション」）との連携により体制を確保した場合も、算定できる。  

② 「栄養ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該事業所における利用者の

低栄養状態の評価方法、栄養ケアに関する課題（食事中の傾眠、拒食、徘徊・

多動等）への対応方法、食形態の調整及び調理方法その他当該事業所において

日常的な栄養ケアの実施にあたり必要と思われる事項のうち、いずれかに係る

技術的助言及び指導のことをいうものであって、利用者ごとの栄養ケア・マネ

ジメントをいうものではない。  

③ 「栄養ケアに係る技術的助言及び指導」を行うにあたって、以下の事項を記

録すること。  

     イ 当該事業所において利用者の栄養ケアを推進するための課題      

ロ 当該事業所における目標      

ハ 具体的方策      

ニ 留意事項  

     ホ その他必要と思われる事項  

  

  

17 口腔衛生管理体制加算について  

認知症対応型共同生活介護事業所において、歯科医師又は歯科医師の指示を受

けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月１

回以上行っている場合に、１月につき所定単位数（３０単位）を加算する。  

イ 事業所において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助

言及び指導に基づき、利用者の口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成さ

れていること。  

ロ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

  

① 「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該事業所における利用者の

口腔内状態の評価方法、適切な口腔ケアの手法、口腔ケアに必要な物品整備の



 

留意点、口腔ケアに伴うリスク管理、その他当該事業所において日常的な口腔

ケアの実施にあたり必要と思われる事項のうち、いずれかに係る技術的助言及

び指導のことをいうものであって、個々の利用者の口腔ケア計画をいうもので

はない。  

   また、「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。なお、テレビ電話装置等の活用に当たって

は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情

報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。  

② 「利用者の口腔ケア・マネジメントに係る計画」には、以下の事項を記載す

ること。  

イ 当該事業所において利用者の口腔ケアを推進するための課題 

ロ 当該事業所における目標ハ 具体的方策ニ 留意事項  

ホ 当該事業所と歯科医療機関との連携の状況  

へ 歯科医師からの指示内容の要点（当該計画の作成にあたっての技術的助

言・指導を歯科衛生士が行った場合に限る。）ト その他必要と思われる事

項  

③ 医療保険において歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料が算定された日の

属する月であっても口腔衛生管理体制加算を算定できるが、介護職員に対する

口腔ケアに係る技術的助言及び指導又は利用者の口腔ケア・マネジメントに係

る計画に関する技術的助言及び指導を行うにあたっては、歯科訪問診療又は訪

問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。 

 

  

18 口腔・栄養スクリーニング加算について （１回につき２０単位）  

事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態

のスクリーニング及び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、１回につき２

０単位を所定単位数に加算する。  

ただし、当該利用者について当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング

加算を算定している場合にあっては、算定しない。  

  

イ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行

い、当該利用者の口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態

が低下しているおそれのある場合にあっては、その改善に必要な情報を含む。）

を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。  

ロ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該

利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、

低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門

員に提供していること。  



 

ハ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

① 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニン

グ（以下「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング

（以下「栄養スクリーニング」という。）は、利用者ごとに行われるケアマネ

ジメントの一環として行われることに留意すること。  

② 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者に

ついて、それぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対

し、提供すること。  

イ 口腔スクリーニング  

ａ 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者 

ｂ 入れ歯を使っている者 

ｃ むせやすい者  

ロ 栄養スクリーニング 

ａ ＢＭＩが 18.5 未満である者  

ｂ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事

業の実施について」（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生

労働省老健局長通知）に規定する基本チェックリストの№（11）の項目

が「１」に該当する者ｃ 血清アルブミン値が３．５ｇ／dl 以下である

者  

ｄ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者  

  

  

19 科学的介護推進体制加算について  

   次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村に届け出た指定認知

症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し指定認知症対応型共同生活介護を

行った場合は、１月につき所定単位数（４０単位）を加算する。  

（１）利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者

の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。  

（２）必要に応じて認知症対応型共同生活介護を適切かつ有効に提供するために必

要な情報を活用していること。  

① 科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者

ごとに上記に掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対し

て算定できるものであること。  

② 情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの

提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）

関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」を参照してください。  

③ 事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計

画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣ



 

Ａサイクル）により、質の高いサービスを実施する体制を構築するととも

に、その更なる向上に努めることが重要であり、具体的には、次のような一

連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に提出するだけで

は、本加算の算定対象とはならない。  

イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを

提供するためのサービス計画を作成する（Plan）。  

ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立

支援や重度化防止に資する介護を実施する（Do）。  

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共

同して、事業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う

（Check）。  

ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体

として、サービス提供の質の更なる向上に努める（Action）。  

   ④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向

上に資するため、適宜活用されるものである。  

  

  

20 サービス提供体制強化加算について  

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ） （１日につき２２単位） 

次のいずれにも適合すること  

（１）次のいずれかに適合すること。  

一 指定認知症対応型通所介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士

の占める割合が１００分の７０以上であること  

二 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続年

数１０年以上の介護福祉士の占める割合が１００分の２５以上であるこ

と。  

（２）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

  

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） （1日につき１８単位） 

次のいずれにも適合すること 

（１）指定認知症対応型通所介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占

める割合が１００分の６０以上であること  

（２）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

  

ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） （1日につき６単位） 

次のいずれにも適合すること  

（１）次のいずれかに適合すること。  

一 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉

士の占める割合が１００分の５０以上であること  



 

二 指定認知症対応型共同生活介護事業所の看護・介護職員の総数のうち、常

勤職員の占める割合が１００分の７５以上であること。  

三 指定認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員のうち、勤続

年数７年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。  

（２）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

  

◆ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月

を除く）の平均を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない

事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、届

出日の属する月の前３月について常勤換算方法により算出した平均を用いるこ

ととする。  

したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月目

以降届出が可能となるものであること。なお、介護福祉士等については、各月

の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。  

◆ 各号ただし書きの場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３

月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならな

い。  

なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った

場合には、直ちに加算の変更届を提出しなければならない。  

◆ 勤続年数とは、各月の前月末日時点における勤続年数をいうものとする。  

具体的には、平成２４年４月における勤続年数３年以上の者とは、平成２４

年３月３１日時点で勤続年数が３年以上である者をいう。  

◆ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え、同一法

人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービ

スを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるもの

とする。  

◆ 同一の事業所において介護予防認知症対応型通所介護（介護予防認知症対応

型共同生活介護）を一体的に行っている場合においては、本加算の計算も一体

的に行うことする。  

なお、この場合の小規模多機能居宅介護従業者（認知症対応型共同生活介護

の職員）に係る常勤換算にあっては、利用者への介護業務（計画作成等介護を

行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わらない業務を

除く。）に従事している時間を用いても差し支えない。  

◆ 認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員とは、介護従事者と

して勤務を行う職員を指すものとする。  

  

  



 

21 介護職員処遇改善加算について  

  認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６

年３月３１日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。  

（１）介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 合計単位数の１０００分の１１１に相当する単

位数  

（２）介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 合計単位数の１０００分の８１に相当する単位

数  

（３）介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 合計単位数の１０００分の４５に相当する単位

数  

（４）介護職員処遇改善加算（Ⅳ） （3）により算定した単位数の１００分の９０に

相当する単位数  

（５）介護職員処遇改善加算（Ⅴ） （3）により算定した単位数の１００分の８０に

相当する単位数  

   

 【経過措置・改正告示附則第２条】  

   令和３年３月３１日において現に改正前の介護職員処遇改善加算に係る届出を行って

いる事業所であって、改正後の介護職員処遇改善加算に係る届出を行っていないものにお

ける介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び介護職員処遇改善加算（Ⅴ）の算定については、令

和４年３月３１日までの間は、なお従前の例によることができる。  

  

 ◆なお、詳細については、「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加

算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和

３年３月１６日老発０３１６第４号→３巻）を参照してください。  

  

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること  

（１） 介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善に要する費用の見込額が介

護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定

し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。  

（２） 〔介護職員処遇改善計画書〕事業所において、（１）の賃金改善に関す

る計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇

改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画を作成し、全ての介護職

員に周知し、市町村長に届け出ていること。  

（３） 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。た

だし、経営悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図

るために介護職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見



 

直すことはやむを得ないが、その内容について市町村長に届け出るこ

と。  

（４） 事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を市

町村長に報告すること。  

（５） 算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償

保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関す

る法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。  

（６） 当該事業所において、労働保険料の納付が適正に行われていること。  

（７） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

一 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の

賃金に関するものを含む。）を定めていること。  

二 一の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知してい

ること。  

三 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る

研修の実施又は研修の機会を確保していること。  

四 三について、全ての介護職員に周知していること。  

五 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基

準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。  

六 五について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知しているこ

と。  

（８） 平成 27 年４月から（２）の届出の日の属する月の前月までに実施した

介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該

介護職員の処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。  

  

ロ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  

イ （１）から（６）まで、（７）一から四まで及び（８）に掲げる基準のいずれ

にも適合すること。  

  

ハ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）イ（１）から（６）までに掲げる基準に適合すること。  

（２）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。  

一 次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の

賃金に関するものを含む。）を定めていること。  

ｂ a の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知してい

ること。  

二 次に掲げる要件の全てに適合すること。  



 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る

研修の実施又は研修の機会を確保していること。  

ｂ a について、全ての介護職員に周知していること。  

（３）平成２０年１０月からイ（２）の届出の日の属する月の前月までに実施した

介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護

職員の処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。  

  

ニ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）  イ（１）から（６）までに掲げる基準のいずれにも

適合し、かつハ（２）又は（３）に掲げる基準のいずれかに適合すること。  

  

ホ 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）  イ（１）から（６）までに掲げる基準のいずれにも

適合すること。  

  

  

22 介護職員等特定処遇改善加算について  

認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。  

（１）介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）合計単位数の１０００分の３１に相当する

単位数  

（２）介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）合計単位数の１０００分の２３に相当する

単位数  

  

 ◆なお、詳細については、「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善

加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

（令和３年３月１６日老発０３１６第４号→３巻）を参照してください。  

   



 

３ 事業所の変更届出について  

事業所の指定後に、次の各項目に変更があった場合には、原則として、変更があった

日から１０日以内に変更届の提出が必要となります。  

なお、令和３年度から原則として押印が不要となっています。 

 

（１）法人関係  

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

法人（開設者）代表者の変更  様式第２号 

登記事項証明書  
※１（研修修了証）  
※２（誓約書、役員経歴書）  

※１小規模多

機能型、認知

症対応型共同

生活介護のみ

必要  

※２以前に届

出がない者が

代表者となる

場合のみ必要  

法人（開設者）の役員の変更  様式第２号 
登記事項証明書  
※（誓約書、役員経歴書）  

※以前に届出

がない者が役

員となる場合

のみ必要  

法人（開設者）の住所変更   様式第２号 登記事項証明書  
  

  

法人（開設者）の名称変更  
（合併除く）  様式第２号 登記事項証明書、運営規程    

法人（開設者）の電話、ＦＡＸ

番号の変更  様式第２号     

法人（開設者）区分の変更  
（有限→株式等）  

様式第２号 
定款、登記事項証明書、運営

規程  

法人名称と事

業所名称が同

一の場合、付

表も必要  

定款、登記事項証明書の変更 

（介護保険関係の変更のみ）  様式第２号 

付表 
定款、登記事項証明書    

※１ 法人の合併は、変更ではなく「廃止届」と「新規指定申請」が必要です。  
２ 登記事項証明書は写しでも可。  



 

（２）事業所関係  

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

事業所の名称  様式第２号 ・運営規程  

 

 

事業所の所在地 様式第２号 ・運営規程 

・平面図  

・写真 

 

事業所の電話、ＦＡＸ番号の変更  
様式第２号 

  
   

事業所のレイアウト変更  
様式第２号 

※（付表） 
平面図、写真  

※付表は面積

が変更となる

場合のみ必要  

  
  
（３）人員関係 →加算等に影響する場合は、（８）加算等関係を参照してください  

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

管理者の交代（氏名変更を含） 
様式第２号 

付表 

管理者経歴書、研修修了証、

勤務表  
勤務表は、全

員分  

管理者の住所変更（転居、住居

表示の変更）  
様式第２号 

付表 
管理者経歴書    

計画作成担当者の交代  
（氏名変更を含）  様式第２号 

付表 

研修修了証、勤務表、介護支

援専門員の氏名及びその登録

番号 

勤務表は、全

員分  

従業員の変更（管理者以外）＜

加算等に影響がない場合＞  
様式第２号 

付表 
運営規程、勤務表 ※１  

職員の欠員による減算（介護支援専門員、計画作成担当者における研修の未受講による減

算を含む。）の場合は、（８）加算等関係を参照してください。  
※１ 従業員の新規採用、退職等の異動により、従業員の員数は日々変わりうるものであ

ると想定されます。そのため、実人数を記載している場合は、変更している場合で

も、人員基準への適合を事業所が自主点検していることを要件に、前回届出時点の内

容と比較して変更が生じていない場合、届出は不要です。また、「○人以上」と記載

している場合は、「○人以上」の記載内容に変更が生じた場合のみ、届出を提出して

ください。 



 

 （４）営業時間等 →事前提出  

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

営業日  
様式第２号 

付表 

勤務表、運営規程  
 

 

事務所の営業時間  
様式第２号 

付表 
勤務表、運営規程    

サービス提供時間  様式第２号 

付表 
勤務表、運営規程  

  

  
  
（５）営業案内等 →事前提出  

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

実施単位の増減  

様式第２号 

付表 

勤務表、運営規程  
※１（平面図、写真）  

※１面積変更

を伴う場合の

み必要  

登録・利用定員の変更  

入所定員の変更  
様式第２号 

付表 
勤務表、運営規程 

 

実施地域の変更  
様式第２号 

付表 
運営規程    

 

 

 

 



 

（６）利用料金 

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

利用料金の変更  
様式第２号 

付表 
運営規程（料金表含む）    

  
（７）その他  

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

協力医療機関（協力歯科医療

機関）、連携施設の変更  
様式第２号 

付表 
協定書又は契約書の写し    

  
（８）加算等関係 →事前提出  

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

加算を増やす、減算を解消す

る  

様式第２号 

域密着型サー

ビス介護給付

費算定に係る

体制等に関す

る届出書  

体制状況一覧表、添付書類  

※変更内容に

よって 必要

な書類は異な

る  

加算をはずす、減算を行う  体制状況一覧表    

 
 

  



 

４． 事業所の指定の更新について    

介護保険法等の規定に基づき、事業所指定については６年間の有効期限で指定をし

ています。有効期限の満了する１か月前までに、指定更新の申請書を提出してくださ

い。  
なお、三戸町からは有効期限満了に伴う指定更新のお知らせはしませんので、各事

業所において、指定の有効期限の確認を行い、期日までに必要な書類の提出をお願い

します。期日までに、書類の提出が無い場合には、指定の更新を行うことが出来なく

なりますので、注意してください。  
指定の更新に係る必要な書類については、次のとおりで、各様式については、三戸

町のホームページに掲載しています。  
  

提出書類  様式  

指定地域密着型サービス事業所指定申請書  様式第６号 

申請書付表  付表４  

登記事項証明書又は条例等※  

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表  参考様式１  

管理者の経歴 参考様式２ 

平面図（建築図面等でも可）※ 参考様式３  

設備・備品等一覧表 参考様式４ 

運営規程※    

利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要※ 参考様式５ 

協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約の内容※  

介護老人福祉施設・介護老人保健施・病院等との連絡体制及び支援の体制の概要※  

誓約書（介護保険法第７８条の２第４項各号に該当しないことを誓約する書面） 参考様式６ 

介護支援専門員の氏名及びその登録番号  参考様式７  

給付費算定に係る体制等に関する届出書 様式あり  

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表  様式あり  

  

備考  

（１）※の書類について、前回提出時と変更がない場合、省略することができます。 

（２）参考様式については、様式に記載されている内容が含まれていれば独自様式での提出ができます。  
（３）指定基準等を満たしているか確認するために、追加で書類提出を求める事がありますのでご了承く

ださい。  



 

５． 過誤申し立てについて  

 
 (１)  過誤とは  
  

国保連合会で審査確定した内容に誤りがあった場合に、事業所から保険者に過誤申立

をして、既に確定している給付実績を取り下げる（支払金額の返還を行う）処理のこと

です。  
  過誤を行う際に、差分だけを調整することはできず、誤りを含む実績全てを取り下

げ、再度正しい実績で請求する必要があります。（１日分の実績を修正したい場合や公費

の請求し忘れ等でも、いったん１ヶ月分全ての実績を取り下げる必要があります。） 
 

◎過誤申立時の注意点  

以下の請求明細書については、過誤申立処理はできません。  

１．同一審査月内に提出した場合   

２．同一審査月内に給付管理票の「修正」または「取消」がある場合   

３．既に返戻されている場合   

４．保留されている場合   

請求明細書本体の請求額の全額がマイナスされます｡ 

 

  
(２)  過誤の種類  

 
事業所が行う過誤申立については、①通常過誤と②同月過誤の２種類があります。 
しかし、青森県国民健康保険団体連合会から、事業所からの請求誤りによる過誤依頼

については、原則同月過誤で処理をお願いされていますので、同月過誤での過誤申立を

お願いします。また、同月過誤を行う際は、必ず同月に再請求を行ってください。  
 
① 通常過誤  

給付実績の取り下げのみを行います。 
過誤処理を行った後、再請求を翌月以降に行うため、過誤件数が多い場合などは、事業

所の支払額が大幅に減少したり、請求額を過誤額が上回り過誤処理に未調整が発生する

危険があります。 
 
 
② 同月過誤  
  給付実績の取り下げと再請求の審査を同月に行います。 



 

行政指導（監査）等により返還金が発生した場合など過誤金額が大きい場合や過誤申

立件数が多い場合に、同月に再請求を行うことで差額調整を行い、支払額への影響を軽

減させます。  
  

 
(３)  提出書類  

  
過誤処理を行う際は、三戸町へ過誤申立書を持参、郵送又はメールにより提出して

ください。郵送の場合は、郵送日数を考慮しての提出をお願いします。提出期限は過

誤の種類によって異なり、三戸町では以下のとおりとなります。 
 

①通常過誤  毎月１５日（閉庁日の際は前開庁日） 
 

②同月過誤  再請求を行う月の前月末日（閉庁日の際は前開庁日） 
 

※三戸町以外の被保険者によって提出書類や提出期限が異なりますのでご注意くださ

い。  
※過誤の申立書の件数が、１０件を超える場合には、事前に相談していただくと共

に、エクセルデータで提出をお願いします。 
 
(４)  連合会への再請求  
  

① 通常過誤  
「介護給付費過誤決定通知書」で過誤処理完了を確認した上で、再請求を行うこと

ができます。  
  

② 同月過誤  
過誤処理を行う同月に再請求を行うことができます。再請求がなかった場合は過

誤処理のみを行うこととなります。 
また、再請求分が審査においてエラー返戻となる場合には差額調整が行えませんの

で、誤りのないようご注意ください。  
  
  
 (５)  事業所への支払額  
  
① 通常過誤  

介護給付費審査決定額から過誤金額（過誤分の保険請求額と公費請求額）を引いた

額になります。  



 

  
② 同月過誤  
再請求分の金額を含む介護給付費審査決定額から過誤金額（過誤分の保険請求額と公

費請求額）を引いた額になります。  
 
 

（６）過誤申立コード  
 

過誤申立時には、４桁の事由コードが必要となります。４桁のうち左の２桁につい

ては、過誤申立を行う各サービスの請求書の様式のコードとなります。  

  

様式番号及びコード  様式名称  

10  様式第二  

居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書  

 （訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハ、居宅療養管理指導、通所

介護、通所リハ、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間

対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護）  

11  様式第二の二  

介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス介護給付明細書  

 （介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防

訪問リハ、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハ、介護予防福祉用具貸与、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小

規模多機能型居宅介護）  

21  様式第三  
居宅サービス介護給付費明細書  

 （短期入所生活介護）  

24  様式第三の二  
介護予防サービス介護給付費明細書  

 （介護予防短期入所生活介護）  

22  様式第四  
居宅サービス介護給付費明細書  

 （介護老人保健施設における短期入所療養介護）  

25  様式第四の二  
介護予防サービス介護給付費明細書  

 （介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護）  

23  様式第五  
居宅サービス介護給付費明細書  

 （病院・診療所における短期入所療養介護）  

26  様式第五の二  
介護予防サービス介護給付費明細書  

 （病院・診療所における介護予防短期入所療養介護）  

30  様式第六  
地域密着型サービス介護給付費明細書  

 （認知症対応型共同生活介護（短期利用以外））  



 

31  様式第六の二  
地域密着型介護予防サービス介護給付費明細書  

 （介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外））  

32  様式第六の三  
居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書  

 （特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護）  

33  様式第六の四  
介護予防サービス介護給付費明細書  

 （介護予防特定施設入居者生活介護）  

34  様式第六の五  
地域密着型サービス介護給付費明細書  

 （認知症対応型共同生活介護（短期利用））  

35  様式第六の六  
地域密着型介護予防サービス介護給付費明細書  

 （介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用））  

36  様式第六の七  

居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書  

 （特定施設入居者生活介護（短期利用型）、  

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用型））  

40  様式第七  居宅介護支援介護給付費明細書  

41  様式第七の二  介護予防支援介護給付費明細書  

50  様式第八  
施設サービス等・地域密着型サービス介護給付費明細書  

 （介護福祉施設サービス、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）  

60  様式第九  
施設サービス等介護給付費明細書  

 （介護老人保健施設サービス）  

70  様式第十  
施設サービス等介護給付費明細書  

 （介護療養型医療施設サービス）  

  
また、右の２桁については、過誤を行う理由のコードとなります。  
基本的には、「１２」の請求誤りによる実績取り下げ（同月）のコードでお願いします。  
  

申立理由番号  申立理由  

01  台帳誤り修正による保険者申立の過誤調整  

02  請求誤りによる実績取り下げ  

09  時効による保険者申立の取り下げ  

11  台帳誤り修正による事業所申立の過誤調整  

12  請求誤りによる実績取り下げ（同月）  

21  台帳誤り修正による公費負担者申立の過誤調整  



 

29  時効による公費負担者申立の取り下げ  

32  給付管理票取消による実績の取り下げ  

42  適正化による保険者申立の過誤取り下げ  

49  適正化による保険者申立の過誤取り下げ（同月）  

52  適正化による公費負担者申立の過誤取り下げ  

59  適正化による公費負担者申立の過誤取り下げ（同月）  

62  不正請求による実績取り下げ  

69  不正請求による実績取り下げ（同月）  

90  その他の事由による台帳過誤  

99  その他の事由による実績の取下げ  

 

 

(７)  その他注意事項  

 
※ 過誤金額が介護給付費審査決定額（同月過誤の場合は再請求分を含む）を上回った場

合（過誤金額＞審査決定額）、事業所への支払いがマイナスになります。この場合、国

保連合会では、原則取扱対象外となっているため、過誤金額が大きい場合や過誤申立件

数が多い場合には、事前に三戸町に相談の上処理を進めてください。  
  
※ 国保連合会で審査確定していないものについては過誤処理の必要はありません。審査

結果を確認して処理を行ってください。  
  
※ 通常過誤で処理する場合、過誤が決定しないうちに再請求をされるとＡＮＮ４エラー

（過去に該当する介護給付費請求明細書を提出済みです）になり返戻となります。「介護

給付費過誤決定通知書」で過誤処理完了を確認した上で、再請求をしてください。  
  
※ サービス計画費の実績を取り下げた（過誤）後の再請求の際には、給付管理票の提出

の必要はありません。サービス計画費のみの請求をしてください。なお、給付管理票の

内容に変更がある場合は、給付管理票の「修正」をしてください。  
  
※ 同一審査月に、同一被保険者の同一サービス提供月の「給付管理票の修正」とサービ

ス事業所からの「過誤処理」については、過誤が優先処理となり、給付管理票の修正が

できません。給付管理票がＡＮＮ７エラー（既に過誤調整を行っています）になり返戻

となります。事業所間の連携をお願いします。 
 

 


